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ゴア解放運動史 1947－1961 年 
 
内 藤 雅 雄 
 
はじめに 
 
 独立の約 2 年半後、1950 年 1 月 26 日に施行されたインド憲法の第 1 編第 1 条第 3 項はイン
ドの領域（territory）に関して、以下のように規定している。すなわち、 
a)諸州の領域 
b)第 1 付則で定める連邦政府直轄領、および 
c)以後取得されうるその他の領域 
である。ちなみに、1948 年 2 月 21 日にインド憲法草案委員会（委員長：B.R. アーンベードカ
ル）がインド制憲議会（議長：R. プラサード）に提出した憲法草案の同項もほぼ同じであるが、
b)の個所が「とりあえず第 1 付則第 4 部で明記された領域」（付則によればアンダマーン・ニコ
バール諸島を指す）となっている。その第 1 付則には独立時の 9 つの州や 19 の藩王国などの名
が挙げられているが、独立前後の憲法草案作成の段階では、ハイダラーバードやカシミールを
はじめ重要な藩王国問題が完全に決着がついておらず、連邦の領域設定にはまだ不確定の要素
が多分に含まれていたため、3 項 c）は重要な意味をもつことになる。しかも領域の問題は藩王
国の統合に限られていたわけではなく、たとえば独立直後から 1950 年代を通じて連邦政府を苦
しめたインド北東部の部族コミュニティ、ナーガの独立運動（1）
 
などへの対応や、独立後も残っ
たインド半島内の植民地の併合という課題をも内包していた。とくに植民地の併合・再統合の
場合、宗主国との交渉だけではなく、戦後の冷戦という厳しい国際関係の中で争点となるため
にいっそうの困難さを伴うものであった。 
 独立時にインドに存在した外国領は、フランス領が南インド東部海岸線に位置するプドゥッ
チェーリ（ポンディシェリー）、カーライカール、ヤーナムと西部海岸線のマーヘー、それとイ
ンド東部コルカタ（カルカッタ）北東約 30 キロのチャンダンナガル（シャンデルナゴル）、ポ
ルトガル領が西部海岸線のほぼ中央に位置するゴア（ゴーマンタク）と、西部のダマン、ディー
ウ島、ダードラー・ナガル=ハヴェーリーであった。このうちフランス領は、後にもふれるよ
うに 1954 年に印仏両国政府の交渉の末に平和裡にインドに返還が決まった（2）。しかし頑なに
「植民地帝国」の維持を図るポルトガルのサラザール独裁政権は、ゴアなどの「返還」を求め
る度重なるインド政府の働きかけにもかかわらず交渉さえ拒否し続けたため，ポルトガル領内
の民族主義者やこれを支持するインド内の活動家たちは、インド独立後も十余年にわたる解放
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運動を展開せねばならなかった。最終的に、活動家たちの直接行動やインド軍投入の結果、1961
年 12 月下旬までにはすべてのインド内ポルトガル領はインド側の手に落ち、ポルトガルは「ア
ジアに到達した最初の、かつアジアを去る最後のヨーロッパ勢力」（3） という歴史の「栄誉」を
担うこととなった。 
 本稿ではインド内ポルトガル領の中でも歴史的にも最も主要で、最大の面積をもつゴアに焦
点を当てたい。450 年におよぶ植民地支配の下で、ゴア人たちはさまざまな形でポルトガルへ
の抵抗を示しているが、それが運動としてある程度の組織と広がりをもつのは英領インドにお
いて反英民族運動がインド国民会議派（以下、会議派）を中核として組織的に展開され始めて
からと言っていいだろう。そして第 2 次世界大戦終結後にインドの独立が動かしがたいものと
なった時点で、ゴア解放への機運はいっそう高まった。ただ、ゴア解放運動と一口に言っても、
それに関わる勢力は多様であり、それらの目指す目標も時に微妙に異なっていた。ポルトガル
支配を肯定するゴア人は別にしても、植民地支配からの脱却を求めるゴア人の中にも、あくま
でゴアに留まり活動する人々と、主としてムンバイー（ボンベイ）に活動の場を移して非ゴア
人のグループと行動をともにする人々がいた。ゴア人の中に、またゴアの解放を求めて運動に
参加する非ゴア人の活動家の中に、ゴア解放の暁にはゴアが隣接する自らの州（ボンベイ＝マ
ハーラーシュトラ州あるいはマイソール＝カルナータカ州）に併合されることを望む人々もい
た。さらにインド独立前後から解放運動に加わる政党にしても、インド共産党（CPI）や人民
社会党（PSP）などの左翼勢力から、民族奉仕団（RSS）やインド大衆連盟（BJS、後のインド
人民党 BJP）などのヒンドゥー・コミュナル（ヒンドゥトゥヴァ）勢力まで参加している。独
立後与党となった会議派は終始ポルトガルの植民地支配の終結を目指していたが、それを実現
させる方法・手段に関しては必ずしも完全な意見の一致があったとは言えない状況であった。
こと外交に関しては会議派内で他からの批判をほとんど許さなかった首相ジャワーハルラー
ル・ネルーにおいても、国際情勢の流れの中で時に動揺が見られた。 
ただ、何らかの形でゴアの解放運動に関わった人々が共通して抱いていたのは、「ゴアを含む
国内における外国の植民地が除去されない限り、インドの独立は不完全である」との思いであっ
た（4）。こうしたインド国内のさまざまな動きとともに、「ゴア問題」に決定的な影響を与えた
大きな要因として、冷戦期にあってなおかつアジア・アフリカの時代とさえ言われた当時の国
際情勢を挙げねばならないであろう。これらの多様な要因の関わり合いの中で、植民地ゴアの
解放の過程と意味を考えてみたい。 
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１．ゴアにおける植民地支配 
 
(1) ゴア―人と社会 
 アラビア海に面し、ムンバイー市北方約 150 キロのダマンガンガー川口から南に伸びる細長
い地域は昔からコーンカン（Konkan）と称され（5）、イランやアラブ世界、また地中海諸地域と
の交易で栄えた港湾都市が多いが、その南部に位置するのがゴア（6） である（図 1）。この地域
は、海岸線の砂地状地形から沖積低地が広がり、内陸東部で急峻なサヒャードリ山脈（西ガー
ツ山脈の一部）によってデカン高原から区切られる形になっている。ズアーリー、マーンドー
ヴィーなどの大河と海に挟まれた小さな地域はティースワーディ （ーTiswadi [「30 か村」の意]）
と呼ばれる島（ポルトガル人はこの土地を Ilhas [島]と称した）で、ゴアはこの部分を中心に発
展した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ インド西岸部 
出典）Maria Aurora Couto, Goa: A Daughter’s Story, Penguin Books, New Delhi, 2005 所収図を一部改変 
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 現在ゴアはインド連邦の 28 州の一つであるが（1987 年に州に昇格）、3,702 平方キロという
面積は 28 州中最小で、約 145 万の人口（2011 年センサス）は下から 4 番目に位置する。ゴア
の地名は、ゴア州の公用語コーンクニー語ではゴーエン（gon'ye と綴ってゴーエンに近い発音）、
次いで話者数の多いマラーティー語ではゴーワー（Gova または Goven）と綴るが、古くからあ
るゴーマンタク（Gomantak）という名称が今日でもしばしば用いられる。ただ、こうした地名
の語源や本来の意味については諸説があるようである（7）。ところで、上に挙げたコーンクニー
語は、数多いインドの言語の中でも興味ある位置を占めている。インド・アーリヤ系とされる
この言語の名称はコーンカンという地名に由来し、ムンバイーからラトナーギリーに至る地域
の言語は北コーンクニー、その南の海岸部からゴアにかけての言語は中コーンクニー、またカ
ルナータカ州の海岸部では南コーンクニーと呼ばれる。かつて 16～17 世紀に、ポルトガル植民
地当局の宗教弾圧から逃れて現在のケーララ州内に移住したゴア人（サーラスワット・バラモ
ン）の子孫が受け継いだ言語もコーンクニーとして知られる。コーンクニーという共通名称が
用いられるが、長い間にそれぞれ隣接する大言語であるマラーティー、カンナダ、マラヤーラ
ム語の影響を受けてきた。特定の文字はなく、ローマ字或いは上に挙げた隣接言語の文字で表
記される。マハーラーシュトラの場合について言えば、コーンクニーはマラーティーの方言で
あるという説と独立の言語であるという説が 19 世紀から研究者の間で論議されてきたが、よう
やく 1974 年に、インドの文化関係の権威的機関である文学協会（Sahitya Akadami）がコーンク
ニー語を独立した言語と認めた（8）。言語センサス（2001 年）によれば話者人口は約 250 万であ
り、ゴア州では 1987 年の州昇格とともに「デーヴァナーガリー文字（ヒンディー語やマラー
ティー語の文字）によるコーンクニー語」を州公用語に指定した（9）。後でふれるように、植民
地期にポルトガル語を押しつけられ、コーンクニー語が徹底して弾圧された歴史があり、ゴア
人にとってはコーンクニー語は重要な文化的アイデンティティの支柱の一つとなった。 
 次にゴアの住民の社会構成について概観しておこう。今日もゴア農村人口の中で多数を占め
るガウダー、クンビーと称される人々がドラヴィダ系の先住民とされるが、のちに到来したアー
リヤ系の移住民と先住のドラヴィダ系住民との通婚の結果、現在のゴア人の祖先が生じたと一
般的に理解されている。ドラヴィダ語系起源のいくつもの単語がコーンクニー語に残っている
ことも指摘される（10）。 
 宗教という点から見るとゴアには大きな特徴がある。インドのセンサス（2001 年）によれば、
ゴア州の宗教別人口は次のように示される（因みに括弧内の数字は解放運動さなかの 1954 年時
点での比率である）（11）。 
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総人口 1,347,668 [対総人口比率]（括弧内は 1954 年時点の比率） 
ヒンドゥー 886,551 65.8%  （60.9%） 
クリスチャン 359,568 26.7%  （36.8%） 
ムスリム 92,210 6.8%   （2.2%） 
その他 9,339 0.69%   （0.1%） 
これを全インド・レベル、すなわちヒンドゥー80.5%、ムスリム 13.4%、クリスチャン 2.3%と
いう数値と比べれば、その違いは明らかである。インド北東部には、メーガーラヤ、ミゾーラー
ム、ナーガランドなど、かつて英領下で宣教活動が活発に行われ、現在もクリスチャン人口 60
～80 パーセントという州があるが、ゴアの場合、全く異なる歴史的背景があったことは周知の
事実である。インドにおけるキリスト教の歴史について言えば、南インドの多くの場所でイエ
スの使徒の一人トマスが伝道を行ったという伝説が残っており、ポルトガル人がゴアに入った
ときにすでにクリスチャン（ネストリウス派のシリア教会）がいたことも知られている。しか
しゴアにおける多数のクリスチャン（カトリック）の存在が、ポルトガル支配下でのヒンドゥー
教からの改宗（自発的であれ、強制的であれ）によるものであることは疑いない。その結果、
ほとんどの改宗者がピントー、クーニャ、ドゥ・ソウザ、アルメイダ、ディアス、ミランダな
どポルトガル風に改称するが（12）、特徴的なのは改宗した家族がヒンドゥー社会におけるカー
スト制をほぼ維持したことである。改宗クリスチャン、未改宗ヒンドゥー両コミュニティのバ
ラモン（ゴアでは Bamonn と呼ぶ）とクシャトリヤ（同じく Chardo または Chaddhu）が土地所
有者、商店主などとして上級あるいは中級階層を占め、シュードラと一括されるさまざまなカー
スト層が農民、小作、労働者、漁民、職人であるという構成はポルトガル支配下でもほぼ存続
した（13）。一方、改宗によりゴア社会にヒンドゥー、クリスチャンという異なる宗教コミュニ
ティが存在することになったとはいえ（しかも、植民地当局が相互の離反、対立を計ったにも
かかわらず）、両者は信仰の対象や儀礼、その他さまざまな生活慣習を共有する極めて「シンク
レティックなゴア様式」を出現させた点は注目に値する（14）。もう一つ宗教に関わることにふ
れると、独立インドの憲法（第 44 条）にもその実現が謳われ、今も大きな社会、政治問題であ
り続ける「統一民法典」がゴアではすでに存在していることである。インドでは結婚、離婚、
相続等に関わる規定はほとんど宗教別に定められ（仏教徒、ジャイナ教徒、シク教徒には「ヒ
ンドゥー婚姻法」が適用）、ムスリムの場合『コーラン』『ハディース』の規定（その解釈）に
依拠することはよく知られている。その単一化を求める声は独立後から強く憲法にも組み込ま
れているが、とくにムスリムの保守層の激しい反対があり（ヒンドゥー至上主義勢力の反ムス
リム的言動にも問題があるが）、実現を見ていないのが現状である。ゴアでは、1870 年にポル
トガル王により包括的な民法典が本国と海外領土に導入されて以来、しばしば改定を重ねなが
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ら宗教を問わない共通の民法典が維持されている。植民地支配終結後、インド政府はあらゆる植
民地期の法律を廃棄したが、ムスリムを含むゴア住民の声に応じて統一民法の存続を決めた（15）。 
 ゴア州の面積や人口を知れば、その全体的な経済規模が大きくないことは予想がつこう。2011
年度の州総生産（State Domestic Product）で言えばインドの国内総生産の 0.41%で、全州中の下
から 8 番目に位置する。しかし一人当たり収入額（per capita income）は高く、2000 年には農業
先進州パンジャーブに次いで 2 位、2011 年にはハリヤーナー州、マハーラーシュトラ州を大き
く引き離して、132,720 ルピーを記録している（16）。ゴアのもっとも主要な産業は観光業で、毎
年インドに来る外国人観光客の 12％がここを訪れるという。次に重要なのは内陸部で豊富に産
出する鉄鉱石、マンガン、粘土、石灰石などの鉱物資源である。1940 年代半ばに採掘が開始さ
れたゴアの鉄鉱石に、50 年代に入って戦後の復興を目指す日本や西ドイツが注目し、とくに日
本は 1951 年以来ゴアの民間鉄鉱山業者に数度にわたる投融資を行い、またマルマーゴア（モル
ムガーオ）港湾の整備工事を援助して「資源開発輸入」の名の下に大規模な鉄鉱石の輸入に乗
りだした。インドの他の鉱山についても開発協定がなされ、こうして輸入された鉄鉱石は日本
経済の「第一次高度成長」の重要な支えになった（17）。1960 年ころには日本の輸入鉄鉱石総量
の約 3 分の 1 に達しており、当時のポルトガルの財政に大きく貢献した（18）。その他のゴアの
産業は米を中心とする農業と漁業であるが、もう一つゴアの財政に寄与しているのは外部から
の送金である。植民地期から経済的理由でゴアを離れた多くの農民や労働者が船員、客室要員、
コックなどとしてイギリス船舶に乗り込んだり、ムンバイー、コルカタ、ベンガルール（バン
ガロール）などの大都市で女中や子守その他の仕事に就いた。また当時の英領インド下のイン
ド人たち同様、イギリスや英領東アフリカ、ポルトガル領アフリカ各地に事務員、熟練労働者
として移民するものも多かった。1950 年代の鉱山ブームまでは、ゴア人はこれら移民からの送
金に依存していた（19）。近年でも、古い海外移民の子孫たちに加えて、湾岸諸国へ大挙して出
かけたゴア人労働者からの送金の額は多大で、ゴアにおける預金総額の 30％は海外で働く人か
らのものであるという（20）。 
 
(2) 植民地化―略史 
 ポルトガルによるゴア植民地化の歴史は世界史教科書などを通じて比較的知られているが、
ここではその流れを時期を追いながら簡単に辿っておこう。 
 ポルトガルが到来するまでのゴアはさまざまな政治勢力の支配下にあった。前 3 世紀にはマ
ウリヤ朝の領土の一部であったが、前 2 世紀から紀元 6 世紀にはデカン地方一帯に広く強大な
勢力を伸ばしたサータヴァーハナ朝の家臣が支配した。6 世紀末から 8 世紀半ばにはチャール
キヤ朝（バーダーミ）、その後 10 世紀半ばまではラージプートの一派と称するラーシュトラクー
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タ朝、続く 3 世紀ほどはチャールキヤ朝（カリヤーニ）に属するカダンバ家などによって支配
された。カダンバ家が首都としたのが後にポルトガルが古ゴア（Goa Velha）と呼ぶようになる
場所で、ゴーエン（Gon'ye）というヒンドゥー集落があったという。14 世紀初頭にデリー=ス
ルターン朝の支配下に入るが、1370 年には最後のヒンドゥー王朝と言われるヴィジャヤナガル
朝（首都ハンピ）が統治を始め、1649 年まで支配した。14 世紀ころには多くのアラブ商人が出
入りし、ゴアはペルシャ湾から積み出される上質なアラブ馬の輸入や近隣諸地域の産物の輸出
で知られた。王朝は 1440 年ころにこの地の中心をマンドーヴィー川左岸に移すが、これが後に
ポルトガルによって旧ゴア（Velha Goa）と呼ばれる地である。王朝はその後 16 世紀に最盛期
を迎えるが、南インドのムスリム諸王国との抗争に敗れて次第に解体の途を辿ることになる。
15 世紀後半以降ヴィジャヤナガルに代わってゴアを支配したのはムスリムのバフマニー朝（グ
ルバルガー）、次いでアーディルシャーヒー朝（ビージャープール）である。ヴァスコ=ダ=ガ
マがポルトガル船団を率いてマラバール海岸に到達したのは、南インドでこれら諸王朝が対立
していた時期である。 
 この第 1 回目の航海時の日誌によれば、1498 年 5 月 20 日にムスリム領主ザームーリ（ザモー
リン）支配下のコーリコード（カリカット）の沖に投錨したあと、ガマが翌 21 日に一人の使者
を上陸させると、使者を迎えた二人のムスリム（アンダルシアからの逃亡兵）はカスティリア
語とジェノヴァ語を解し、彼に遠くから何を求めてきたのかと問うた。これに対して使者は「わ
れわれはクリスチャンと香料を求めてやってきた」と答えた。さらにこの後、ガマ一行はコリ
コードに複数のクリスチャンがいるのを見たと日誌は記している（21）。ガマの帰国後、初代の
「インド総督」として赴任したフランシスコ・デ・アルメイダはコリコードの南約 150 キロの
コチ（コーチーン）を拠点に、ムスリム勢力の脅威を受けながらコリコードに城塞を築いたり、
カールワール（現カルナータカ州内）沖のアーンジェディーウ島やカンヌール（キャナノール、
現ケーララ州内）に商館を設立して、香料交易の拡大に努めた（22）。1503 年にマヌエル 1 世に
よってインドに派遣された貴族アフォンソ・デ・アルブケルケは城塞と艦隊の強化を行い、1509
年に 2 代目の総督になると翌 1510 年にはアーディルシャーヒー朝の軍隊を破ってゴア島
（ティースワーディー、ポルトガルは「島 Ilhas」と呼んだ）を奪取した。アルブケルケは翌 1511
年に香料交易で栄えたマラッカ王国をも占領し、またモルッカ諸島のアンボンに商館を設置さ
せるなど、ポルトガルのアジア進出への礎を築いた。ポルトガルはこの後 1543 年にマンドー
ヴィー川の北バルデス、ズアーリー川の南マルマーゴアとサルセテを領有し、これによって先
のゴア島を含めた「旧征服地」が成立した。18 世紀末までにその周辺の地域が「新征服地」と
して加えられ、現在のゴア州のほぼ全領域がポルトガルの植民地となった。1843 年には首都が
旧ゴアからマンドーヴィー川河口のパンジン（現パナジー）に移された（図 2）。 
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図２ ゴア 
出典）Maria Aurora Couto(2005)所収図 
 
 ポルトガルのアジア進出が香料の獲得とキリスト教の布教を目的としたことは先にふれた
が、すでに 1518 年にゴアとコチの周辺に修道院が開設され、1534 年にはローマ教皇の勅書に
よりゴア司教区が設置された。その 8 年後にイエズス会宣教師としてゴアに赴任したのがフラ
シスコ・ザビエルである。熱心に布教を行って多くのインド人を信徒としたザビエルは 1545
年 1 月 20 日付（コチ発）国王ジョアン 3 世への書簡で、「インドにおいてイエズス・キリスト
の信仰に入ろうと願って、活発に動き始めているたくさんの人びとに洗礼を授け、キリスト教
の教理を教えるのに必要な人員だけでなく、（その他の地域へも）派遣できるほど大勢のイエズ
ス会員を」送るよう依頼し、最後に「私はこのインド地方において生涯[働き続けたい]と思っ
ておりますので、この世では陛下に拝謁できません」と結んでいる（23）。しかし一方で、1540
― 9 ― 
年代以降植民地当局による宗教政策でヒンドゥー寺院の破壊が進み、多くのヒンドゥーが内陸
部へと逃避せざるを得なくなった。今日でも、シュリー・マンゲーシュ寺院、シュリー・シャー
ンタードゥルガー寺院などの古い歴史を持つ主なヒンドゥー寺院はズアーリー川右岸のポーン
ダー県などに集中している。ザビエルの目には「異端」は許し難かったようで、その不満をし
ばしば本国に書き送っている。1546 年 5 月 16 日付（アンボン発）ジョアン 3 世への書簡では、
現地のポルトガル人の間でも「キリストの聖なる信仰が失われつつあり」、ユダヤ教徒やムスリ
ムが「神への恐れや世間への恥じらいなしに平然と生活している」という状況を見るにつけ、
「こちらで生活している人たちが善良な信者となるために、陛下が宗教裁判所を設置して下さ
る」よう求めている（24）。宗教裁判所（異端審問所）はすでに 1536 年に、イスラームやユダヤ
教からの改宗者である「新クリスチャン」の進出に危機感を抱いたジョアン 3 世がスペインを
範として本国で導入していたが（25）、ザビエルが求めたのはそれのゴアへの導入であった。ゴ
アに異端審問所が設置されたのは、ザビエル（1506-52）やジョアン 3 世（1521-57）らの死後
の 1560 年であるが、1814 年に廃止されるまでの約 250 年間に約 4000 人が裁判で処罰され、そ
のうち約 120 人が火刑に処せられた（26）。ゴア異端審問所の歴史に関する詳細な資料調査を行っ
たインド人歴史家プリヨールカルは、かつて存在した裁判に関する膨大な記録はポルトガルに
送られた様子はなく、長くゴアに秘密裡に保管された後、焼却された可能性が高いと指摘して
いる（27）。 
 アジアにおけるポルトガル帝国のシンボルとして「ゴアを見たものはリスボンを見る必要は
ない」とまで言われた「黄金のゴア」も、16 世紀半ば以降は香料交易が目立って減少するなど、
次第にその繁栄に陰りが見られた。16 世紀前半には毎年 2000 人以上のポルトガル人が新天地
を求めてインドに渡ったが、同世紀後半になると移民の流れは徐々にインドからもう一つの植
民地ブラジルへ向かった（28）。17 世紀初頭にはオランダ、イギリス勢力にアジアの制海権を脅
かされ始めている。相次ぐ伝染病の流行などで 17 世紀半ばにはゴアの人口は半減した。19 世
紀半ばの新首都パンジン（パナジー）の建設もこの流れを止めることはできない状況の中、イ
ンド亜大陸全体にイギリスの覇権が及んでいった。 
 
(3) 初期におけるゴア人の反ポルトガル抵抗活動 
 キリスト教化を含む長い植民地支配の過程で多くのゴア人がクリスチャンに改宗したが、改
宗者と非改宗者を問わず住民が全く唯々諾々と外国支配を受け入れてきたわけではない。むし
ろある意味では、歴史家でゴア大学学長のシェイク・アリーが述べたように、「ポルトガルがゴ
アに入ってきた日からゴア人の解放への戦いが始まった」とさえ言えるかも知れない（29）。ア
ルブケルケがゴアを占領したとされる 11 月 25 日は、以後の長い反植民地運動の中で「人間と
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しての品位をもつあらゆるゴア人にとっての恥辱の日」となった（30）。 
 知られている最も早い反乱は 1543 年で、ゴア南部のアッソルナ、ヴェーリン、カンコリン、
アンベーリンなどの村へポルトガルの歩兵とイエズス会宣教師らが入ったときに村の青年たち
との間で小競り合いが起こって宣教師が何人か殺され、歩兵がいったん敗走したあと兵力を増
強してようやく村人たちを鎮圧した。同じころ同様の反乱は各地に見られたという（31）。改宗
したゴア人に対しても 1558 年以降、カトリックの聖職者としての資格が与えられ、また軍人と
なる道が開かれていたが、いずれの場合も上位職への昇進は厳しく閉ざされていた。1654 年
（1653 年とも）には、カストロという名のゴア人カトリック司祭者がポルトガルに対する組織
的抵抗を計画したことが知られている（32）。1787 年に起こった蜂起未遂事件はより大きな規模
のものであった。カエターノ・F・クートとホセ・A・ゴンサルヴェスという 2 人のゴア人聖職
者が中心で、彼らは司教としての十分な資格を有したにもかかわらず昇任を拒否され、ポルト
ガル本国に渡って当局に訴えたが容れられなかった。かれらは帰途パリで、同じゴア人聖職者
で後に「催眠術の父」と呼ばれるアッベ・ファリア（彼はフランス革命の発火点となった 1789
年 7 月のバスティーユ監獄襲撃に参加する）と会い、彼を通じて当時のフランスに漲っていた
革命的な気風にふれた。帰国後、彼らは軍人グループと反乱の計画を立て総蜂起の日も決まっ
たが、ある村役人の密告で計画が当局に知られ、17 人の聖職者と 7 人の軍人を含む 47 人が逮
捕された。バルデス地区カンドリンの有力者であるピントー家が蜂起の計画者たちに対して財
政的支援を行っていたことから、この未遂の反乱は「ピントー家の陰謀」とも呼ばれた（33）。
この少し後にいわゆるナポレオン戦争が起こるが、ナポレオン軍のインド侵略を警戒したイギ
リスは 1799 年にゴアを占拠し、これに備えようとした（1812 年まで）（34）。 
 18 世紀半ばまでのゴア社会はその社会的、政治的地位によって細かく分断されていた。引退
後本国に戻る「支配層（Reinoi）」を最上とし、植民地でのより高い地位を求めて入植した者
（Castico）、結婚などによる混血層（Mestico）、キリスト教に改宗したゴア人（Canarim）と続
き、ゴアのヒンドゥー（Gentio）は最下位である。これらの階層の間には厳しい格差や差別が
存したが、時にはいくつかの改革も試みられた。1756 年にポルトガル首相になった侯爵セバス
ティアン・ポンバルは、国王の信頼の下で 21 年間の任期中、イエズス会を追放したり、ブラジ
ルにおける奴隷制を廃止するなど啓蒙政治家として知られるが、1775 年に政令を発してゴアの
ヨーロッパ系住民と同じ権利をゴア人にも与え、同時に異端審問所の廃止、コーンクニー語の
地位向上などを実施した。しかし 1777 年には政敵の貴族層によって失脚し、改革は潰えた。次
いで 1820 年の対王室革命で立憲王政となり、本国とともに海外の植民地からも代表が本国議会
に送られることになった。最初のゴア代表には 3 人のリベラル派のクリスチャンが選出された
が、1825 年に立憲王政となるとゴアからの議席は 1 つに減らされた（35）。ポルトガルで 1834 年
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に再びリベラル派が勢力を得ると、ゴアでもベルナルド・ダ・シルヴァというリベラル派のゴ
ア人が初めて民事長官（Prefect）に任命されるが、直ちに介入したポルトガル人政治家たちに
よって妨げられ、その行政は短命に終わった（36）。 
上に見たようなリベラル派によるいくつかの改革―そのいずれも十分な成果を上げずに終
わったが―の一方で、ほかのゴア人たちの抵抗も絶えることがなかった。もっとも有名なのは、
ゴア北東部サッタリ地区（現在マハーラーシュトラ州、カルナータカ州と境界を接している県）
で古くから勢力を持つラーネー一族の長年におよぶ抵抗である。「新征服地」としてポルトガル
に奪われた土地を奪還し、かつ税金や課せられたさまざまな負担を排除するために彼らは 1775
年から 1912 年までの間、実に 20 回以上の反乱を展開したという（37）。例えば 1852 年から 3 年
半続いた反乱では、サッタリ地方の住民もラーネー家の指導下に結集し、城塞や大量の武器を
奪って一時はポルトガル勢力をその地から駆逐した。態勢を立て直したポルトガル側は反乱軍
を押し返した結果、両者間の協定が成立してラーネー家の土地のある部分が返還された。1895
年の反乱は、アンゴラやモザンビークなどポルトガル領アフリカでの反乱に鎮圧軍としてゴア
から軍隊を送るという動きに対して、海外派遣を拒否して抵抗するゴア人兵士たちをラーネー
一族が支援する形で展開された。19 世紀の末までには、サッタリでラーネー家に引き継がれて
いた権利や特権がほぼ回復されたという（38）。多少性格の異なるラーネー反乱として、1901 年
と 1912 年のそれは、ポルトガル官吏の汚職や越権行為、サッタリにある土地の非農民への貸与、
地税の値上げなどに対する武力抵抗であったが、これらの場合は植民地軍のより大きな武力で
鎮圧された（39）。 
  このように、強化されるポルトガル支配の下で、多くは偶発的、単発的で相互の連絡のない
形ではあったが、さまざまな階層に属する多くのゴア人が反植民地運動を展開してきた。最終
的にゴアの解放をもたらす 20 世紀の運動の過程で、こうしたかつての抵抗は、ゴア人およびそ
れを支持するゴア外のインド人によってしばしば想起された。 
 
２．ポルトガル独裁政権（サラザール政権）下のゴア 
 
(1) ポルトガルにおける独裁政権の成立 
 19 世紀末のポルトガルでは、1899 年にブラジルの王朝が倒れて共和国が成立した状況や国内
の経済不況に対する労働者階級の不満の高まりなどを背景として、共和主義の圧力が強まった。
こうして 1910 年 10 月に、ポルトガル陸軍の下士官が中心となり、労働者や市民も参加してリ
スボンで無血クーデタを起こし、王制を打倒したのち共和国宣言を行った。1911 年に司法相に
就任したアフォンソ・コスタは宗教界の特権の制限を目指し、教会と国家の分離、聖職者の追
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放、離婚の承認、女性と子供の権利の拡大などの改革を進め、蔵相に就任後は通貨制度の改革、
国家負債の削減、新たな教育機関の設置に務めた。コスタはこの後首相に就任するが、中産階
層を基盤とする与党の政策は徐々に穏健化して労働者階級の支持を失い、ストライキの頻発や
共和派の分裂を引き起こした。第１次世界大戦中にシドニオ・パイスの軍事独裁政治が樹立さ
れ、約１年後のパイスの暗殺によって議会制が復活するが、大戦後には財政の破綻もあり、不
安定な政局を迎えた（40）。 
 しかし、ポルトガルにおける共和制樹立はゴアの政治にもいくつかの変化をもたらした。1917
年に公布された憲章で、ポルトガル領インド（ゴア、ダマン、ディーウ）にも限定的ではある
が自治が認められた。ゴアのヒンドゥーに対する規制が解かれ、彼らは自信をもって官立の教
育機関やその他の公的分野に進出し始めた（41）。自治規定によって、政府任命の官吏議員 9 名
と一般選挙民によって選出される 10 名の議員から成る諮問評議会（総督が議長）が設置された。
同委員会は 1918 年 7 月から機能するはずであったが、パイス独裁政権の成立で一時停止のやむ
なきに至った。サルセテ出身の被選出議員ルイ・デ・メンデス・ブラガンサらによって、この
停止措置を非難する大衆的集会が南ゴアにおける政治運動の中枢都市マドガーオ（マルガーオ）
で開催された。最終的に 1920 年にこの評議会（Conselho do Governo）は、被選出議員数が当初
より多い 11 名、政府任命の官吏議員が議長たる総督を含む 7 名という構成で発足した。その後
この機関はゴア立法参事会と改称された。共和制の下でゴア人の政治関心が高まり、彼らは境
界の向こう側である英領インドでの出来事に関心と好奇心を示し始め、ムンバイーその他の都
市から入ってくる英語、マラーティー語、コーンクニー語の新聞との接触を通じて、インドの
社会・政治運動への目を開いていった。多くのゴア人が英語高等教育を求めてムンバイー、ダー
ルワール、ベールガーオ、プネーなどへ出かけていった（42）。この時期のゴアにおける興味深
い一つの出来事がある。1924 年にポルトガル政府がヴァスコ=ダ=ガマ死後 400 年祭を記念する
行事の開催を発表したことにゴア人（ヒンドゥー）が発行するある週刊誌が激しく反対し、結
局週刊誌の責任者 J. スケールカルは裁判で有罪判決を受け投獄された（43）。共和制下でも植民
地の状況はそれほど甘くはなかったと言うことだろう。 
  ゴアで始まったこうした大きな変化への障害として立ちはだかったのが、ポルトガルにおけ
る独裁政権の成立である。1926 年 5 月にゴメス・ダ・コスタら将軍たちのクーデタによって軍
事政権が樹立され、共和制は崩壊した。しかし国の財政的状況は逼迫しており、軍事政権はコ
インブラ大学の財政・経済政策担当教授アントニオ・デ・サラザールを蔵相に招いた。サラザー
ルは「財政に関しては全知であるとのイメージ」を創り上げ、軍事政権に国の赤字を処理でき
るのはサラザールだけだと信じさせるに至ったという（44）。彼は蔵相と同時に植民地相をも兼
ねた。厳しいデフレ政策と行政改革を断行して 1 年余で赤字解消に成功したサラザールは次第
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にその地位を強化し、1932 年 7 月には首相に就任した。彼は 1968 年 9 月まで、実に 36 年間の
長きにわたり一党独裁的政権を維持することになるが、歴史家 D. バーミンガムによれば、そ
れを可能にした理由は「軍部、都市中間層、王政派、教会といった勢力の利益を見事に手玉に
とった彼の政治手腕」にあった（45）。同時にサラザールは反体制派勢力を抑えるためファシス
ト的な体制を打ち出し、1933 年にはナチ=ドイツのゲシュタポをモデルにした秘密警察、国家
監視・防衛警察（PVDE＝Policia de Vigilancia e de Defesa do Estado）を設置して、これによる検
閲など厳しい言論統制のほか拷問・拘禁・暗殺なども行った。選挙権は制限され政治的自由も
名目的なものとなり、すでに 1930 年に綱領を発表していた国民同盟が一党独裁体制を担ってい
くようになる。 
 1926 年 5 月のクーデタ後、ゴアなど植民地はリスボンの国民議会に代表を送る権利を剥奪さ
れているが、1930 年 7 月にサラザール植民地相の下で布告された植民地法（Acto Colonial）に
よって明示的にいっそう低い位置に貶められた。同法は 1933 年に成立する「新国家」憲法に編
入され実施されるが、これによって海外のポルトガル領はリスボン政府（植民地省）の直接の
管轄下に置かれるようになった。同法第 2 条はポルトガルの「歴史的使命」を「海外領土を所
有・植民地化し、かつ現地住民を文明化」し、「教会の庇護によって認められた道徳的影響力を
行使する」ことであると規定して植民地支配を正当化した（46）。これによって他のポルトガル
植民地の現地住民同様ゴア人は、ポルトガルのキリスト教文明の下で「文明化」「同化」される
対象でしかなくなった。彼らは「二級市民」として劣等民視され、それまで王国の他の市民と
平等の立場で自由を享受してきた市民的自由に厳格な抑制がかけられた。従来からの検閲制に
加えて、さらにいくつかの制限や拘束が課せられた。書物や定期刊行物のタイトルは、発行の
前に総督の事前の承諾を得るために提出せねばならず、1 週間に 4 日以上発行する新聞紙につ
いては、発刊が認められる前に保証として 8000 ルピーの預託金を政府に支払うこと、発行者・
出版者は弁護士か医師と同位の高等教育の資格を必要とすること、ポルトガル語以外の言語に
よる記事はポルトガル語の翻訳を付すること、商社、商店、学校、図書館の看板にポルトガル
語の訳語を色で示すこと、公共機関、学校、図書館の規則は政府の承認を得ること、マラーティー
語および英語学校の建物、教師、教科過程、教科書について検閲を行うこと、住民の会合の開
催とその内容について、事前に役所の承認を得ることなど、実にさまざまな規制が加えられる
ことになった。結婚式の案内や演劇のビラにまでポルトガル語訳を印刷させられるという冗談
のようなことも行われた（47）。軍や行政職においても人種差別は明白になる。ゴア人は伍長以
上の地位には達し得ず、軍隊での一定程度の訓練経験を求められる上級官僚職もゴア人の手の
届く所にはなかった。賃金体系にも差別が見られ、同じポストにあってもヨーロッパ系住人の
賃金はゴア人のそれのほぼ 2 倍であった。聖職者の場合も例外ではなく、ゴア人聖職者が重い
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責任を負える能力や資格を有していても司教より上の位には昇れなかった。ゴア人はまた他の
ポルトガル領への移動を禁じられ、他の植民地への移民を望む者はその地の政府からの旅券と
特別な認可が求められるという状況であった（48）。 
 
(2) インド民族運動とゴア 
 本国ポルトガルでサラザール独裁政権が始動する時期のインドでは、1930 年 3 月の「塩の行
進」に始まるガーンディー=会議派指導下の大衆的な非暴力的不服従（サティヤーグラハ）運
動が正に全インド的規模で展開されていた。先に見たように、多くのゴア人がムンバイーはじ
め英領インドの諸都市で生活・活動しており、そこでの出来事は彼らを通じて、あるいはムン
バイーやプネーのマラ－ティー語紙などによってゴアに残る人々にも伝わっていた。 
 しかし植民地支配下、言論や政治活動が厳しく規制されるゴアで、英領インド内の動向を受
けて直ちに大衆的運動に発展するという状況は見られなかった。そうした中で、1928 年に T.B. 
クーニャ（Tristao de Braganca Cunha, 1891-1958）が創設したゴア会議派委員会（Goa Congress 
Committee=GCC）は、その後のゴア解放運動の先駆として歴史的な意味をもつ。ゴアのチャン
ドール村で医師の子として生まれたクーニャは、伝統的な植民地学校を途中で放棄して、当時
仏領のプドゥッチェーリに赴きそこでバカロレアを取得した。その後 19 歳でパリのソルボンヌ
大学に進んで電気技師の資格を得、何年かを技師として過ごした。第 1 次世界大戦の終結もパ
リで迎え、ロシア革命やインドの第 1 次サティヤーグラハ運動の報を強い関心をもって聞いた。
インドの政治状況について『ユマニテ』紙などにしばしば投稿し、ガーンディーの伝記的研究
も著している。ロマン・ローランが設立した組織の活動に加わり、また反帝国主義連盟のメン
バーにもなった。 
  1926 年に 14 年間住んだフランスを去ってゴアに戻り、その 2 年後に GCC を立ち上げた。1928
年 12 月の会議派コルカタ大会で書記長 J. ネルーが、ロンドン支部、ニューヨーク支部と新た
に組織された GCC を会議派ゴア支部として正式に認める内容の決議案を提示し、大会はこれ
を全会一致で可決した（49）。これによってゴアは大会への代議員 1 名を出す権利を得、クーニャ
が選ばれるとともに、会議派の議会に相当する全国委員会（AICC）のメンバーに加えられた。
この大会の後、クーニャはゴアが会議派の大会に代表を送ることを認められた意義について、
次のような声明を新聞に発表している。 
ゴア委員会がインド国民会議派への加盟を認められたことは、インドの領土内の最も小さ
な区域―ゴアはその中でも最も孤立し民族性を奪われた存在であるが―さえも、インドの民
族的統一に組み込むという急速な過程の結果である。…われわれはわれわれの唯一の救いが、
インドの解放運動を受け入れることにあると確信する。…こんにちインド民族主義の展開は、
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会議派の活動範囲を英領インドのみに限定することを許さず、外国人がその利害を求めて行
ういかなる区別をも顧慮することなくすべてのインド人をそこに受け入れることを求めてい
る。これこそが、藩王国の人民と同様に情熱をもって独立の理想を歓迎せざるを得ない理由
である（50）。 
 同年の 11 月、イギリスがインド人の意向を完全に排除して新たなインド統治法（イギリスは
「インド憲法」と称した）を制定するための委員会（サイモン委員会）を派遣したのに対し、
インド各地でこれへの抗議活動が展開される中で、古参の民族運動指導者ラーラ ・ーラジパト・
ラーイがデモ参加中に警官の警棒で殴打され死亡するという事件が起こった。全国的な抗議が
これに対して起こったが、ゴアでもクーニャらの呼びかけで、宗教や階層を問わず多数の住民
が集会に参加し偉大な愛国者の死を悼み、英領インド内の反植民地運動への共鳴を示した(51)。
その他このころの彼および GCC の活動として、1929 年にゴア人の代理人たちがアッサムのイ
ギリス人茶栽培園主のために、偽りの高賃金を示して多数のゴア農民を送りだそうとした企て
を挫折させたことがあるが挙げられる。情報を把握した彼は直ちに GCC としての活動を開始
し、当時の会議派書記長 J. ネルーの介入を求め、農民たちを帰村させるのに成功した(52)。 
 植民地法の制定およびサラザールの首相就任後ゴアでの政治活動がいっそう厳しく規制され
る中、まだ十分な組織作りが出来ないままに GCC は 1933 年には地下に潜らざるを得なかった。
それでもクーニャらは秘かな宣伝活動を続けるが、母体の会議派が 1934 年 10 月のムンバイー
大会で外国の支部を閉鎖する決議を採択したことで、イギリス、アメリカ内の支部や藩王国内
の支部とともに会議派支部としての加盟を取り消される。ゴア人活動家の間ではこの措置につ
いて、会議派がゴアをインド民族運動の舞台から排除し、ゴア人の民族意識の高まりに水を差
したという不満の声が強かったようである(53)。それでも 1936 年ころには、V.N. マエンカル、
J.P. ローボ、ピーター・アルヴァレスらの活動家が中心となって、GCC の名の下で以前からゴ
ア移民の多い大都市ムンバイーでの組織的活動に携わっていく。それ以前からムンバイー在住
のゴア人たちは、いくつかの定期刊行物を通じてポルトガルの植民地政策を批判する呼びかけ
を頻繁に行っていた。例えば、1935 年 3 月 1 日付で在ムンバイー・ポルトガル総領事から英領
インド・ボンベイ州政府政治局宛に送られた以下のような書簡は、ポルトガルの植民地当局が
こうした宣伝にいかに神経を尖らせていたを示している。 
ゴア政府の依頼により、ボンベイ（ムンバイー）市ギルガーオ、アライアンス美術出版社、
ルイス・ドレス・シルヴァ氏により印刷・出版された『ポルトガル領インド年報（Portugese 
India Annual）』1935 年版のコピーをお送りし、同誌に T.B. クーニャおよびカルロス・ダ・ク
ルス名で執筆された 2 つの論説に関し、同年報の編集者に対して必要な措置をとられるよう、
権限ある当局によろしく働きかけられることを要望いたします。と申しますのは、それらの
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記事は、事実の信憑性を歪めて全く偽りの主張をすることでわが国の名誉を傷つけ、それら
を媒体としてポルトガルとその政府・行政、かつまたポルトガル領インド政府（ゴアの植民
地当局）に対する中傷的行動を行うことを目的とするからです(54)。 
同書簡に同封されたクルスの論説（ポルトガル語からの英訳）とは「ポルトガル領インドにお
ける政治的、行政的問題の経過に関する赤裸々な事実」と題するもので、その中で筆者は 植民
地法下のゴアにおける悲惨な状況を厳しく弾劾しており、また「ゴアとインド民族運動」と題
するクーニャ（在ゴア）の文章は、ゴアでの反ポルトガル運動を英領インド内の民族独立運動
と連結させる必要性と、ゴア人の間にまだ見られた反植民地運動に対する優柔不断な姿勢の克
服を強く訴えている(55)。ボンベイ州政府はこうしたポルトガルからの要請に応えて上記年報
に何らかの警告を発したようで、同年 5 月 17 日付で執筆者の一人クルスがボンベイ州知事宛に
覚書を送り、穏やかな調子ながらポルトガル側の批判に反論している(56)。 
  1938 年 10 月に、ムンバイー在住の活動家の代表が同年 2 月の会議派ハリプラー大会で議長
に選出されたスバース・C・ボースに会見した後、彼の助言に従って 1928 年創立の旧 GCC を
いったん解散し、新たなゴア会議派委員会（GCC）の設立を決めた。前述したように旧 GCC
は 1934 年に会議派支部としての加盟を打ち切られたが、他ならぬ会議派議長ボース（彼は翌年
も議長に選出）の助言を受けて設立された新しい GCC は、非公式ながら全国的組織の一部と
して認められたと考えるべきであろう。議長には T.B. クーニャが選出され、会議派の旗の下に
ムンバイー在住のゴア人を組織する作業に入った(57)。組織の当面の目的として、「その母体組
織（会議派）と連携をとりつつ、ゴア、ダマン、ディーウにおける責任政府の成立とこれらの
地域における市民的自由の回復のために戦うこと」を掲げるとともに、現実の状況を広く知ら
せるために「ポルトガル領インドの真の経済的、社会的、政治・行政的状況の完全で確実な資
料に基づいた調査」を行い、出版することなども目指した(58)。GCC に結集した活動家の間で
は、ゴア、ダマン、ディーウなどポルトガル植民地の解放はインドの政治的独立とともにある
という認識が次第に強くなった。1939 年 2 月 10 日付『ボンベイ・クロニクル』紙掲載の GCC
書記による「ゴアにおける民族運動」というアピールにはそれが明確に示されている。植民地
下のゴア（人）の悲惨な状況にふれ、しかしそれにもかかわらず近年ゴア人の間に見られる人
権意識、民衆の政府とより良い経済状態への願望の高まりに注意を喚起した後、次のように訴
えている。 
全体としてのゴア人はこれまで、会議派の旗の下で進展する民族運動から距離をおいてき
た。このことがインドの民衆からの孤立とゴアでの植民地当局による抑圧を容易ならしめて
きた。今やこの無関心と孤立を終わらしめ、ゴア人の市民的希求とインド内の会議派運動と
の積極的な連結を鍛え上げる絶好の時である。多くのゴア人がここボンベイ（ムンバイー）
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に住み、彼らはゴア人中の先進的な部分を構成する。それ故、これに向けての最初の努力が
ボンベイで行われるべきである。…ボンベイのゴア人が大挙して本委員会（GCC）に参加し、
それによって委員会が政治的独立と社会的解放を求めるゴア人の戦いの新しい 1 章を開き得
ることを、確信をもって期待する(59)。 
 1940 年 1 月 26 日にムンバイーで行われた恒例の「インド独立の日（Independence Day）」に
は、GCC が主催する式典にヒンドゥーとクリスチャンを問わず多数のゴア人が参加し、英語、
ポルトガル語、マラーティー語、コーンクニー語で「独立の誓い」を読み上げ、その盛大さは
市内での「独立の日」行事の中で特に目立ったと『ボンベイ・クロニクル』紙は書いている(60)。
1942 年 8 月 8 日のガーンディーの掛け声で始まった「クウィット・インディア（イギリスはイ
ンドを立ち去れ）」運動―ガーンディーや指導部は即日逮捕・投獄されたが―は、ゴアの青年た
ちをも動かし、各地でその動きに参加した青年たちの一部は投獄をも体験するが、インドの民
族運動活動家との交流・提携を打ち立てる機会となった。GCC も会議派活動家たちと行動をと
もにし、「クウィット・ゴア」のスローガンを掲げた。その後、1946 年 3 月にはゴア人によっ
てムンバイーでゴア政治会議マニフェストが発表された。マニフェストはポルトガルに対して、
市民的自由、出版・言論・結社・良心の自由、代議制、および自由に選出された機関に責任を
持つ政府を承認するよう求めるとともに、「われわれは英領インドの同胞たちの支持を保証され
ており、彼らとともに共通の母国の独立を求めて共闘する」ことを謳い、同時に世界に向かっ
てポルトガル政府による住民の抑圧に対する注意を喚起している(61)。この間ゴアでは、1945
年に T.B. クーニャの指導でゴア青年連盟が組織されている。 
 
(3) 1946 年のサティヤーグラハ運動 
 州都パナジーの中心部、マハートマー・ガーンディー通り（旧アフォンソ・デ・アルブケル
ケ通り）とほぼ並行して延びる道路の名称は「6 月 18 日通り」という。ゴア人にとってこの日
付（1946 年）は、ポルトガルに対する反植民地運動が初めて大衆的な形で、しかもゴア内で展
開された記念すべき日として記憶されている。ナチ=ドイツ崩壊後、1945 年 7 月のイギリス総
選挙でアトリー労働党政権が成立し、翌 46 年 5 月にインドへの「政権移譲」に関する論議のた
め派遣されたイギリス閣僚使節団が有名なその提案を行ってから約 1 か月後であった。一般に
ゴアで「6 月 18 日運動」あるいは「1946 年サティヤーグラハ運動」と呼ばれるこの運動のきっ
かけを作ったのは R.M. ローヒア （ーRam Manohar Lohia, 1910-67）である。彼が 1932 年に博士
号請求のためベルリン大学に提出した論文の題名が「塩と市民的不服従」であることから、熱
心なガーンディー支持者であったことが分かるが、当時の多くの青年がそうであったように次
第に社会主義へと傾き、帰国後の 1934 年には同年 5 月に会議派内の組織として結成された会議
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派社会党に参加して機関誌『会議派社会主義者（Congress Socialist）』の編集に携わった。反戦
活動で 1939 年と 1940 年に逮捕されている。1942 年の「クウィット・インディア」運動ではガー
ンディーらの逮捕後も地下活動を続けたが、1944 年には自らも逮捕・投獄され 1946 年 4 月 11
日にようやく釈放された。 
 彼が 6 月 10 日にゴアを訪れたのは、保養を兼ねてベルリン時代のゴア人学友フリオ・メネゼ
ス宅に滞在するためであった。ローヒアーは 1935 年ころからこの友人を通じて植民地ゴアの惨
状を耳にしていたが、現地に身を置いて自らそれを目撃したことで、虐げられた人々を情熱を
もって行動に駆り立てるためには何らかの直接行動が必要であると判断した。彼の名はゴアで
もすでによく知られており、6 月 15 日にマールマーゴアで開かれた青年の集会で彼が大衆的な
不服従運動の開始を提起すると、集会はこれを受け入れ、6 月 18 日が行動の日と決まった(62)。
この時ローヒアーが強調したのは、運動の中心はあくまでゴア人であること、またその目的は
あくまでも言論・行動の自由など市民的諸権利の獲得であるという点であった。ポルトガルの
後ろ盾であるイギリスのインド支配が終われば、ゴアでのポルトガル支配も終わるはずとの見
通しを当時のローヒアーは持っていたようである。運動の計画責任者には以前ガーンディーの
アーシュラムで活動していた P.K.カーコードカルが選出され、法律侵犯によって自ら逮捕を求
める（to court arrest）活動家のリストが準備された(63)。 
 6 月 18 日夕方、集会はマドガーオ市庁舎の向かいの広場で 5000 人という未曾有の規模で始
まったが、銃を構えたポルトガル人将校の制止を振り切って演壇で演説を始めようとしたロー
ヒアーらはその場で捕えられた。警察は集会の解散を命じ、それを拒否する者を逮捕した。ロー
ヒアー逮捕、集会中止の報はゴア各地に広がり、主要都市でハルタール（全市罷業）、集会・デ
モが行われ多くの逮捕者が出た。集会・表現の自由など市民的自由を求める青年・男女学生ら
のサティヤーグラハ運動は 6 月一杯続き、警察はこれらを力で抑圧した(64)。ローヒアーは警
察に拘留された後、20 日にはゴア領外へ追放された。ローヒアーが準備していた演説は、次の
ような言葉で人々を激励するものであった。 
…私は外国支配がいかに諸君を魂のない文化に押し込めようとしたかを知っていたし、諸
君が市民的自由を奪われてきたことも聞いていた。しかし諸君がいかなる支配の下に生活し
てきたかを実際に見て、私の驚きは限度を遙かに超えた。……… 
ゴーマンタク（ゴア）はヒンドゥスターンの一部であり、ポルトガルの支配は他の地域で
のイギリス支配同様に災難、悪夢であり、いずれ無くなるだろう。…われわれの希望は、わ
れわれがいかなる試練に直面するかにかかわらず、常に積み上げられ、国を創出するであろ
う人民の力である。一方、それまでの間、ゴーマンタクの人民は自由に考え、自由に話し、
自由に書き、そして組織的な力を築き上げるために行動するのだ(65)。 
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 ゴアにおける動きは英領インドにも大きな衝撃を及ぼした。1930 年代末から 40 年代初頭の
ガーンディーの著述を見る限り、反英運動の展開などに関する彼とローヒアーの立場の相違は
かなり明らかであるが(66)、ゴアでのローヒアーの行動とそれに対する植民地当局の対応には
かなり積極的な関心を抱いたようである。「ローヒアー博士の挑戦」と題する 6 月 26 日付の記
事を自ら主宰する『ハリジャン』紙に掲載している。ローヒアーがゴアで演説禁止の命令を受
けたことを新聞で知ったとして、ゴアの状況に関する考えを述べている。 
…当然ながら彼はその命令に挑戦した。それによって彼は、市民的自由の大義、そしてゴ
ア人への奉仕を捧げた。イギリス政府の黙認によってのみ存在するポルトガル人の小さな入
植地は、その（イギリスの）行儀の悪さを真似することは出来ない。…現在のポルトガル政
府は今やもう、イギリスの武器による保護に依存しゴア住民の意思に反して彼らを従属させ
続けることは出来ない。私はゴアのポルトガル政府に対し、時代の兆候を認識し、同政府と
イギリス政府の間に存在したかも知れない条約に乗って行動するよりもその住民との名誉あ
る友好関係を樹立するよう敢えて助言しよう。 
ゴアの住民に対しては、インドの他の地域の人々が強力なイギリス政府への恐れを断ち
切ったように、ポルトガル政府への恐れを断ち切って基本的な市民的自由の権利とそのすべ
ての手段を主張するよう言いたい。ゴア住民の間の宗教的相違が共通の市民生活のいかなる
障害にもなってはならない。宗教は彼、彼女個人が生きるためのものであり、争いや宗派間
対立のもとになってはならない(67)。 
ガーンディーのこの文章はゴア人に強い感銘を与え、プネーとその周辺で静養していたガーン
ディーの元を何人かのゴア人が訪れている。同年 7 月 3 日に訪問した 2 人のゴア人との対話で
は、新聞の検閲にはどう挑戦したらよいかとの問いに、手書きの新聞を発行してボランティア
がそれを公然と売るか、外部から印刷したものを入手して配るようにといった具体的な助言を
し、最後に、「会議派がゴアに関心を持つよう、そしてゴアがインドの地図上に載るのを見るた
め私の全力を尽くすことを約束する。ただ勇気を示しなさい。私はそれを賞賛しよう」と激励
している(68)。 
 この間もゴアでの運動は続いたが、当時の活動家の手記が伝えるように当局に協力的な「忠
誠派」の動きも活発で、たとえば T.B. クーニャに対して集会での演説を止めるよう働きかけが
行われたりした。またこのころ、本国のサラザール政権から運動鎮圧の厳しい命令が届いて、
アフリカ人兵士から成る軍隊が都市の戦略諸拠点に配備され、活動家が襲撃されている(69)。 
大衆集会はほとんど毎日開かれたが、1946 年 6 月 30 日のマドガーオでの大きな集会では、女
性活動家ベルタ・デ・メンゼス・ブラガンザが演説の前に「ジャエ・ヒンド（インド万歳）」「イ
ンキラーブ・ジンダーバード（革命万歳）」と叫んだだけで、取り囲んでいた兵士たちによって
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彼女と同席のクーニャは銃で殴打されて車で連れ去られた。この後 7 月 12 日に逮捕されたクー
ニャは、6 月 18 日以降の運動の責任を問われてアグアーダ刑務所での軍事裁判にかけられた。
法廷で発表された彼の声明は、展開された不服従運動はまだ組織されてはいない、いわば自発
的なものであり、もし誰かがその原因であるとすれば、それは近年の経済上の不手際で住民の
間に激しい経済的不満をもたらしたポルトガルの行政である。従って「ほとんどの住民にとっ
て（この運動は）飢えと失業、それに伴う苦難から結果した不満の表明である」として植民地
行政の責任を厳しく追及した(70)。しかし判決では 8 年の追放刑を言い渡され、ポルトガルの
アルジュブ刑務所、次いでペニシェ城塞刑務所に送られた。1950 年には大赦で減刑になるが、
その後もリスボンで秘密警察の監視下におかれ、1953 年にようやくパリ経由でゴアに戻った。
ゴアの運動の象徴的存在であったクーニャへの、軍事裁判・追放刑という苛酷な対応に、英領
インド内でも激しいポルトガル批判が起こった。当時の会議派議長ネルーは 1920 年代末から書
簡の交換を通じてクーニャとは交流があるが、7 月 20 日付の声明で、ゴア民衆の市民的自由を
求める運動をポルトガルは「ファシズム的見本に倣った残酷な手段で抑圧」していると非難し
て、次のように述べている。 
…われわれすべてがこの戦いでいかにゴアの人々に同情しているか、いかに気遣いを込め
た関心をもってその経過を追っているかを申し上げたい。われわれにとってゴアは他のいか
なる場所と全く同様、インドの一部であり、インドの解放は必然的にゴアの解放を含んでい
る。ゴアは切り離し得ない。そこでの自由（の獲得）はわれわれ自身の戦いの一部となって
いる。… 
ボンベイ（ムンバイー）には多数のゴア人がおり、私は彼らだけでなくボンベイの会議派
組織が、防御その他の面でゴアでの戦いを遂行している人々を助けるためにできる限りの支
援をすることを望む。ゴアの人々に私の歓迎の心と心からの挨拶を送りたい(71)。 
ゴアの運動への同情と連帯を表明した言葉ではあるが、次の章で見るように、翌 1947 年 8 月に
独立を獲得し、新たな国家建設と国際関係作りに着手しようとするこの時期の会議派、また初
代首相となるネルーには、ゴア人の反ポルトガル闘争に全力で取り組む余裕はなかったと言え
よう。 
 植民地支配への反対を掲げたゴアで最初の大衆的行動は、運動側の組織的な脆弱さや植民地
当局の弾圧もあり、また R. ヘグデー、J.I. ロヨラ、L. ベンブレー、P. カーコードカルらの主
だった指導者が逮捕されポルトガルで投獄されるなど、解放へ向けての直接的な成果をほとん
ど上げずに終了したが、それらは却ってゴア人の政治意識の高まりをもたらし、その中から以
後の運動において重要な役割を果たすいくつかの組織が新たに生まれたことは注目に値しよ
う。1 つは国民会議派（ゴア) [National Congress(Goa)=NCG]で、ローヒアーがゴア領外へ追放
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された後で活動家たちが立ち上げた複数の政治組織が、1946 年 8 月半ばにゴアの境界からさほ
ど遠くないローンダー（現カルナータカ州内）で合同の会合をもち、単一の組織として結成し
たものである。組織の本部はゴアの境界から北東約 40 キロにある中都市ベールガーオに置かれ
た(72)。もう１つは自由ゴア団（Azad Gomantak Dal=AGD）で、運動で逮捕され釈放された NCG
の急進的な活動家たちが、運動後に生じた弛緩状況を払拭して運動を強化することを目指し、
1947 年 4 月に農村部で別組織として結成したものである。同団は会議派系の組織や NCG と異
なり、武装蜂起をも闘争の手段とし、団によって訓練された青年たちが事務局の金庫を襲撃す
るなどして一般の住民を驚かせ、植民地当局を動揺させた(73)。 
 
３．インドの独立からゴアの解放まで 
 
(1) インドの独立とゴア人の期待 
 独立前後のこの時期、ネルーはじめ会議派指導部がゴアの解放に向けて積極的な行動に出な
かったことについて先に述べたが、その背景にはイギリスのインド撤退後には必ずポルトガル
の植民地支配もなくなるという彼らの想定（期待）があったと思われる。中間政府が成立する
約 2 か月前の 1946 年 7 月 10 日にムンバイーで記者会見したネルーの言葉にそれは明確に現れ
ている。ゴアでのポルトガル植民地行政に対して会議派は直接行動を起こすべきではないのか
という質問に、彼は次のように答えている。 
私はいかなる直接行動もそこで始める必要はないと考える。というのも、イギリス権力が
インドを去れば、ポルトガルの植民地行政は自動的になくなるだろうからである。 
…インドにおけるイギリス以外の外国領の存在は当座の間の小さな悩みである。諸君は、
会議派が小さな吹き出物（ゴアなどを指す―ネルーの造語）に対する闘争を指導するものと
期待することは出来ない。現地の住民が好むことを行うことは出来るし、会議派としては、
一般的に言えば、イギリス権力が消滅したとき―実際それは消滅しつつあるが―、外交的お
よび他の方法を通じてその問題を取り組み、確実に解決する(74)。 
ネルーのこの「判断」が何を根拠にしていたかは明らかでないが、独立後初のネルー政権で閣
僚を務めた N.V. ガードギールはその回想録で、ネルーがインド内のポルトガル領、フランス
領の運命は英領インドの藩王国のそれ同様で、インド独立とともに何の障害もなく解決される
と予測していたと書いている(75)。1946 年 8 月 11 日のワルダーでの会議派運営委員会は、ネルー
の草案になるほぼ同じ内容の決議を採択した。 
運営委員会は、これまでゴアおよびインドにおける他のポルトガル領に関してその見解を
表明したことはない。なぜなら、これらの飛び地の将来は不可避的に全体としてのインドの
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将来によって決定されることを委員会は確信しているからである。インドの解放は必然的に
ゴアの解放を意味する。なぜなら、インド人民が独立と民主的自由を享受しているときに、
ゴアにおけるいかなる行政機関も市民的自由を拒否し、その住民を搾取するような抑圧的で
独裁的な支配を維持することは出来ないからである(76)。 
 第 2 次世界大戦ではサラザール政権は「中立」を標榜しつつ親枢軸政策を採るが、1943 年に
はイギリスにアゾレス諸島の一部を基地として提供するなど、連合国側にも接近していった。 
イギリスは戦後も国際関係上、ポルトガルに対して極めて親密な姿勢を維持した。例えば 1946
年 3 月、サラザールも列席するある集会でシフレットというイギリスの海軍大将が語った次の
ことばには多少の外交辞令はあろうが、戦後の両国の関係をある程度示しているのではあるま
いか。すなわち、17 世紀にまで遡り「何世紀にもわたって不変のまま持続してきた軍事協定の
伝統と強固な連携」が両国を緊密に結びつけてきたとし、「その古い連合は今日かつてないほど
堅固であり、われわれの共通の歴史における導きの灯、かつわれわれの生命と運命にとっての
保証となっている」と海軍大将は語っている(77)。 
 1947 年 8 月にイギリスがインドに「権力移譲」すると、ポルトガル領は「英領」インドでは
なく、長い反植民地運動を戦った末に独立した新興国インドの領土に囲まれることになり、ポ
ルトガル植民地主義の歴史には「新たな 1 章」が開かれることとなる(78)。しかし独立後、イ
ンド政府がしばしばポルトガルにゴアなどの明け渡しを求めて会談を働きかけたが、サラザー
ル政権にはインド側の願望を受け付ける意向は全く見られず、話し合いに入ることさえ拒否し
続けた。1947 年 11 月にサラザールはポルトガル国民議会で演説し、「もしゴアが地理的にイン
ドであるなら、社会的、宗教的そして文化的にはゴアはヨーロッパ」であり、新たな環境が現
在の行政制度の変化を必要とするならば、それは「ポルトガル領インドとわれわれの間の問題」
であると断言した(79)。これと同時に同月、ポルトガルはインド市民のゴアへの立ち入りを禁
じ、また英語、マラーティー語、コーンクニー語の新聞の持ち込み禁止など住民への抑圧政策
を強めた。同じころ国連では新しい加盟国に関する論議が行われているが、インド代表のヴィ
ジャヤ・ラクシュミー・パンディットはポルトガルとその植民地における市民的自由への抑圧
を厳しく追及し、ポルトガルの加盟（1946 年 8 月に加盟申請）に反対した。ポルトガルが国連
加盟を承認されるのは 1955 年 12 月である。 
 1948 年 12 月にジャイプルで開かれた独立後最初の会議派大会は国内に残る外国領の問題を
とりあげ、党の基本的指針となる以下のような決議を採択した。 
インドにおける独立の確立により、インド内の外国所有地の存在は異常で、インドの統一
と自由の概念に反するものとなった。それ故、これらの所有地はインドに併合されることが
必要となり、他のいかなる解決も固定的、永続的あるいは国民の意志に合致するものたり得
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ない。会議派は、こうした変化が平和的手段と当該国政府との友好的協力によって速やかに
実現されるものと期待する。これまで長い間にこれら外国領内では、インドの他の地域で行
われているのとは異なる行政、文化、教育また法政上の制度が生まれたことを会議派は認識
している。それ故、今後のいかなる変化もこれらの諸要因を念頭に置き、当該地域の住民の
生活を妨害しないような漸次的調整を考慮しなければならない。これらの所有地の住民が望
む限り現存の文化的遺産が存続すること、また可能なあらゆる場で、それらの住民が独立イ
ンドというより大きな枠組の中で自らの文化や慣例を維持できるように、適度の自治が認め
られることを会議派は歓迎する(80)。 
新国家最初の政権の首相とともに外相をも兼務したネルーは、ゴアをめぐる大衆的運動を無視
するわけではないが、今や独立した一国の政府として国際関係・外交政策を考慮しつつ対応せ
ねばならないとの方針を強く打ち出していた。そのため 1946 年 9 月にネルーを長とする中間政
府が成立すると、直ちにゴアにインド領事館を設置した。さらにインド側は公式の外交関係樹
立を提起して、1947 年 12 月に駐英ポルトガル大使とインド高等弁務官 V.K. クリシュナ・メノ
ンが最初に会見し協議を続けた結果―ポルトガル側はゴア等に関して何ら交渉の対象になるも
のはないとの立場を維持したが―、公使館レベルの外交関係樹立が決まって、1949 年 1 月にイ
ンド公使が、1950年1月にはポルトガル公使がそれぞれリスボン、ニューデリーに着任した(81)。
しかしゴアをめぐるポルトガルの非妥協的な姿勢は変わらず、ほとんど何らの成果もなく、1950
年 9 月に西部インドのナーシクで開催された会議派年次大会は、国内の外国植民地の併合を
謳ったジャイプル決議を再確認した。ネルーが最初の草案を書いたナーシク決議は、「（植民地
における）平和的変化をもたらそうとするこれまでのあらゆる努力が、そうした領土を保有す
る植民地主義勢力によって反対され妨害されてきた」ことを遺憾とし、国内に植民地支配が残
存することをインドは決して許容し得ないと宣言した。しかし決議案に関する演説の中でネ
ルーは、「われわれが受けたあらゆる挑発にもかかわらず」平和的な解決を追求し続けるという
従来の立場も強調した(82)。 
 ところでインド独立後のこの数年間には、インドの内外で実にさまざまなことが起こってい
る。独立直後からパキスタンとの間でカシミール問題が深刻さを増していたが、南部の大藩王
国ハイダラーバードの帰属をめぐって危機的な状況に発展し、1948 年 9 月には連邦政府は軍隊
を投入してこれを併合した（「ポロ作戦」）。しかもこの過程で、イギリス支配終結後の独立を望
んだハイダラーバードの藩王（ニザーム）が秘かにポルトガルと交渉し、内陸にある同国の海
への出口を求めてゴアの港湾（マールマーゴア）の使用そして最終的にはゴアの購入を計画し
ていることが判明した。結局ポルトガルもニザームの申し入れを拒否し、同藩王国はインド連
邦に吸収されたが、ゴア経由でハイダラーバードに武器が搬入されたということもあって、ネ
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ルー政府を苛立たせた(83)。 
 国際的には、1949 年に北大西洋条約機構（NATO）が成立しポルトガルも加盟すると、イン
ドはこれに激しく反応した。ゴアは NATO 防衛態勢の地理的枠組に含まれないとされたが、ポ
ルトガル領ゴアがNATO関連の軍事的行動の基地として用いられるのではないかとの疑惑はイ
ンド政府には強く(84)、「冷戦」の深まりとともにこの問題はゴア返還要求の大きな根拠の一つ
となる。1949 年 10 月に中華人民共和国が成立すると、インドはビルマ（ミャンマー）に続い
て同年 12 月 30 日にこれを承認している。1950 年 6 月に朝鮮戦争が勃発し、10 月には 38 度線
を越えて北進する「国連軍」（アメリカ軍）を抑止するため中国も出兵して戦争が拡大すると、
ネルーはソ連共産党書記長スターリンとアメリカ合衆国国務長官アチスン双方に書簡を送って
和解への努力を求め、かつ新中国の国連加盟を提起した(85)。1950 年後半に中国がチベットの
「解放」を目指して動き始めた時も、ネルーはチベットの自治が維持されるべきことを強調し
つつも、あくまで平和的な決着を求めた。当時のネルーのこうした中国への対応は、「中国のよ
うな偉大な国を考慮に入れずに、極東における平和的な解決は私には思いつかない(86)」とい
う彼の政治的信念によるものであろう。数年後にこの時期のことを回想して、「交戦中で、平和
的な話し合いの席につかないいくつかの国が、突然インドを仲裁者と考えた。双方がインドに
信頼を置いた」と語っている(87)。ネルー研究に造詣の深い S. ゴーパールが書いているように、
この時期の「ネルーは、その偉大さが自分の国の体力とはほとんど関係なく、またその支持者
の範囲が遙かにインドの枠を超えた世界的人物になっていた」(88)。 
 このような状況を考えると、この時期のネルー―この時期、会議派にせよ政府にせよ、外交
問題で彼を批判できる人物はいなかった―が国内の外国領に関する解決を平和的に解決する方
向に固執したことの背景が理解されるだろう。さらにもう 1 つの客観的な状況を付け加えるな
ら、チャンダンナガルで 1949 年 6 月に住民投票が実施され、インドへの併合が決まったことに
見られるように、当時進行していたフランス領返還に関するフランスとの交渉が比較的スムー
ズだったことも関係していよう（89）。しかし同じ時期のネルーの言葉には時に苛立ちも感じら
れる。1950 年 2 月 5 日付の外務省宛書簡では、他事に多忙でやむを得ない点もあるとしながら、
「（過去 2 年半）ゴアに関するわれらの政策はほとんど休止と不活発のそれ」であり、今は直ち
に「明確な政策を立て、リスボンとゴアでそれを遂行すべき」と述べている。彼の念頭には先
述の新しく設置した公使館の動きがあったと思われるが、結局彼は公使の交換には否定的な評
価しか下せず、リスボンに公使を置く必要などないではないかとまで言い切った(90)。一方ポ
ルトガルは 1951 年 6 月に憲法を改正し、ゴアは「植民地（Colonia）」でなく「海外州（Provincia 
Ultramarina）」であると「再規定」している(91)。 
 問題解決は時間をかけてでも平和的にというネルーや政府の立場に対して、ゴア内外で解放
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運動に携わる人々の間では不満が募っていた。その一例を挙げれば、先述した 1950 年 9 月の会
議派ナーシク大会に向けて NCG（国民会議派[ゴア]）から大会出席の代表たちに宛てた書簡（9
月 18 日付）がある。事務局長 V.N. ラーワンデー名で書かれたこの長い書簡は冒頭から、イン
ドが独立してから 3 年になるのにゴアの人間は未だ外国支配への服従に喘いでいるという不満
を突きつける（続いて、かつてネルーがゴアを「インドという地表の上の小さな吹き出物」と
描写したことにふれている）。ゴアに対して、インド政府がカシミール問題に関すると同じ重要
性を付そうとしないことを嘆き、次のように問いかける。 
インド政府の前にある問題は明確で単純である。ゴアはインドの不可分の一部なのか否か? 
もし不可分の一部でなければ、インド政府はゴア人を外国人として扱うべきだし、もし不可
分の一部と言うなら、政府は直ちに、ゴアやインド領内で（ポルトガル）政府助成の新聞や
「ラジオ・ゴア」を通じて行われているすべての反インド宣伝の停止を命ずるべきだし、い
かなる犠牲を払ってもゴアをポルトガル支配から解放するという確固たる決意を、行動を
もって示すべきである。 
ゴア人から見れば、インド政府のポルトガルとの「友好的な交渉」にも満足できず、侮辱以外
の何ものでもない相手側の「無礼な返答」を受けるだけだと強く反発する。また、しばしば行
われるゴア解放は完全にゴア人が解決すべき問題であるという議論に関してふれ、彼らは目的
達成のための主たる責任を負うべきことを十分に認識してはいるが、長い植民地支配の下で民
主主義的、市民的自由を完全に奪われてきた住民が、未だに強力なファシスト政府の野蛮な圧
政と戦わねばならないことの困難さを理解してほしいと訴えた。書簡は続いて、ポルトガル支
配下での市民的自由の抑圧、住民に課せられている経済、教育上の圧迫の具体的な状況に注意
を喚起し、あくまで「国父マハートマー・ガーンディーによって示された真理と非暴力の道を
辿り」ゴア解放に邁進する決意を表明する。最後に警告ともとれる言葉で、 
…インド政府がポルトガル領の問題の解決に遅れをとれば、それは敵が地盤を強固するも
う 1 つの好機を得ること、また解放のときを熱望しているすべてのゴア人を失望させること
を意味するのみである。ジャエ・ヒンド（インド、万歳） 
と結んでいる(92)。会議派大会の出席者たちがこの書簡をどう受け取ったのかは記録にないが、
ネルー政府にとっても重い訴えであったろう。 
 
(2) 外交交渉の停滞とゴア・サティヤーグラハ運動 
 1950 年代のインドといえば、ネルーの名とともに国際社会での積極的な活動が想起される
が、ゴア問題に関して言えば外交上の進展はほとんど見られなかった。ゴア出身の外科医で、
解放運動に密接に関わり、自らも逮捕されて 1 年半ポルトガルに追放された P.D. ガーイトンド
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はその体験に基づくゴア解放史の中で、ゴアの活動家からすれば「（この時期の）ゴアはインド
外交の墓場となった」と書いている(93)。 
 ネルー政権も手を拱いていたわけではなく、1953 年 10 月にムンバイー在住の有力なゴア人
活動家と会見し、解放運動を統合する組織としてゴア行動委員会（Goa Action Committee=GAC）
が発足を見た。これには主として NCG つまり国民会議派（ゴア）、共産党（Communist Party of 
India=CPI）など左翼グループによって 1949 年に設立されたゴア人民党（Goan People's 
Party=GPP）、および 1950 年に NCG から分かれて結成されたゴア人統一戦線（United Front of 
Goans=UFG）が加わり、議長にはこの年 9 月にポルトガルでの投獄生活から解放された長老の
T.B. クーニャ、書記には社会主義者の NCG 議長 P. アルヴァレスが選出された。外務省やボン
ベイ州政府とも密な連絡を取るが、全体としては自治的な機関とされた(94)。政府＝会議派と
してはゴア人の大衆的な運動と、間接的ではあるが初めて公的に関わったという点では重要な
転機であったと言えるが、組織としての会議派が積極的に参加する姿勢を欠いたことはこの時
期のゴア解放運動に強い結集力と広がりを与えられなかった一因であったろう。 
 一方で 1950 年代半ばには、さまざまな組織によるポルトガル領への直接的な行動が展開され
た。1954 年にはゴア内で多くの活動家が逮捕されていたが、7 月にそれに抗議する数十名の非
武装ボランティアがムンバイーからカンバート（キャンベイ）湾に近い小さなポルトガル領ダー
ドラーに進入した。ポルトガル側の警官隊が発砲したのを見た現地の住民たちが彼らに手を貸
し、約 30 人の当地の警察部隊を制圧した。同 7 月末、今度は AGD（自由ゴア団）と GPP の 2
グループが別個にダードラーに隣接するポルトガル領ナガル=ハヴェーリーを占拠するという
事態が起こる。植民地警察は抵抗したが 8 月には屈服した(95)。この時点でダードラー、ナガ
ル=ハヴェーリーが直ちにインド領に併合されることはなかったが、これ以後ポルトガルの植
民地当局がここに入ることはなく、約 100 平方キロのこのポルトガル領は事実上「解放」され
たと言えよう。これに勢いを得た活動家は GAC を中心に、インド独立記念日の 1954 年 8 月 15
日に残るポルトガル領ゴア、ダマン、ディーウでサティヤーグラハ（非暴力的抵抗）運動を開
始することを決定した。同年 6 月にはプネーでゴアの運動を政治宣伝や財政の面で支援するこ
とを目的として、マハーラーシュトラやグジャラートの人民社会党（Praja Socialist Party=PSP）、
NCG、さらにヒンドゥー至上主義を掲げる民族奉仕団（Rashtriya Swayamsevak Sangh=RSS）や
インド大衆党（Bharatiya Jan Sangh=BJS、1950 年に RSS を母体として設立された政党）など、
さまざまな立場の活動家によってゴア解放支援会議（Goa Vimochana Sahayak Samiti=GVSS）が
設立されている。こうした事態へのネルー=インド政府の対応には微妙なものがあった。1954
年 8 月 1 日付のボンベイ州首相 M. デサーイー宛の書簡でネルーは、「ダードラーでの小さな出
来事がインド内でセンセーションを生み出した」が、自分としてはポルトガルがまたわれわれ
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に大きな難題を突きつけてくるように思えると書いている。彼にすれば、「あるインド人たちが
勇敢にゴアに行進するよう呼びかけている」が、そうすれば逮捕や殴打が起こって、その結果
世論が湧き、「武力行動を含む…効果的で強力な措置」を採るように求められるという懸念が強
かった(96)。彼は、ポルトガル領内での運動は大衆的であるが「完全にゴア人の運動」あり、
非ゴア人が大挙してゴア内でサティヤーグラハを展開するのは望ましくなく、それが予定され
る 8 月 15 日には「（政府としては）戦術的には攻撃的なことは全く何もしない」方がいいとも
述べている(97)。 
 それにもかかわらず、この年の 8 月 15 日以降、翌年前半にかけて何度も「サティヤーグラヒー
（非暴力的抵抗者）」がゴアやダマンの境界を越え、NCG によれば 1954 年 2 月から翌 1955 年
4 月の間に 2567 人の活動家がポルトガルの警察によって逮捕された（98）。1955 年 5 月には、ゴ
ア問題にインド世論を動員することを目指し、PSP、CPI などの左翼政党やヒンドゥー至上主義
組織系の議員による「ゴアに関する全党議会委員会（All-Party Parliamentary Committee for Goa
＝APPCG）」が設立された。APPCG は 5 月開催の最初の大会（ムンバイー）でインド政府に対
し、ポルトガルとの交渉によって混乱を解決するよう、もし失敗したなら一挙にインドから植
民地支配を排除するための効果的な制裁を強行するよう要請した（99）。 
 こうした状況の中でネルーの姿勢に変化が見られた。1955 年 6 月 26 日付『ヒンドゥスター
ン・オーバーシーズ・タイムズ』は PSP によるゴア行進組織に関する報道で、ネルーが「平和
的な手段」を強調しつつも、「私はそこへ赴こうとしている人々の勇気を賞賛する」と語り「無
言の支持」を与えたと報じた（100）。7 月 23 日の会議派運営委員会（CWC）は採択された異例に
長い決議において、ゴアをめぐるそれまでの党の対応を概観した後、解放運動に関する党の基
本的な姿勢を次のように提起する。 
…インドのすべての人が、外国支配からのゴアの解放に当然ながら深い関心を寄せている
が、平和的手段でその運動を遂行するのは先ず第 1 にゴア人自身である。サティヤーグラハ
は必然的に平和的でなければならない。インドの過去の歴史が示したように、こうした手段
は動きが遅く見えるが影響力の強い結果をもたらすものである（101）。 
先述のガーイトンドによれば、従来の表現と大きく異ならないこの決議が、会議派党員も個人
としてならサティヤーグラハ運動に参加してもよいとの意味に受け取られたという（102）。イン
ド政府はこの前からポルトガル領との郵便の往来を停止しているが、7 月末にはインド連邦か
らゴアに抜ける鉄道の運転を停止し、またゴアへの書留送金を制限するなどの経済封鎖を強め
ていった。 
 8 月 15 日には、4000 人を超えるサティヤーグラヒーが小さなグループに分かれてポルトガル
領へ行進した。ポルトガル側はすでに戒厳令を出して境界付近を固めていたが、多くの場合ポ
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ルトガルの警察隊は行進してくるサティヤーグラヒーに無警告で発砲し、このためインド人か
ら 22 人の死者と 225 人の負傷者が出た（103）。インド政府はこうした発砲行為を厳しく批判した
が、軍隊の派遣は否定している。しかし翌日から、ムンバイーを中心にさまざまな抗議行動が
起こり、ポルトガル公使館のほか、イギリスの高等弁務官事務所やパキスタンの副高等弁務官
事務所などが襲撃された。ニューデリーでは抗議の一日ストが行われた。この時点でもネルー
=インド政府は平和的なアプローチを強調したが、サティヤーグラヒーたちの行動を批判する
発言は見られない。たとえば 8 月 21 日の UP 州会議派の集会でネルーは、ゴア解放運動で死傷
した人々への敬意を表した後、インド政府が外国政府に対してサティヤーグラハを行うことは
出来ないが、軍事衝突につながる結果をもたらさない限り、個人あるいはグループがそれを行
うのは彼らの権利であり、ゴア人以外のインド人も原則的にその権利から除外されるものでは
ないとも述べた（104）。ネルーはまた、10 月 2 日に予定されたムンバイーでのゴア人を中心とし
た大衆的行動に強い関心を寄せ、「ボンベイ（ムンバイー）のゴア人の間に新しい展開をもたら
し得る」として繰り返しこれを歓迎する発言をしている（105）。ただ、この時期からネルー=イ
ンド政府に対して批判的ととれる記事や発言が多くなるゴア人長老活動家 T.B. クーニャへの
対応が冷淡になっているのが同じ文書から見て取れる（106）。 
 
(3)国際関係の中でのゴア問題 
 1955 年 8 月のゴア・サティヤーグラハ運動に対して国際的な関心も高く、中国（中華人民共
和国）、ビルマ（ミャンマー）、セイロン（スリランカ）、インドネシア、ヴェトナムやラテンア
メリカ諸国がインドへの支持とポルトガルの抑圧に対する批判の声を上げた（107）。同年 4 月に
インドネシアのバンドゥンで開かれたアジア・アフリカ会議においてネルーは、「植民地主義の
最も強力な擁護者」である NATO 諸国がポルトガルに肩入れしてインドに差し出がましい干渉
を加えることを批判してゴア問題への注意を喚起したが（108）、8 月 15 日の運動に対するポルト
ガルの残虐な対応に直面したインド政府は、すべての「バンドゥン会議国家」にゴア問題への
支援を求める公式文書を送付した。これはインドがゴア関連で国際的支援を求めた最初であり、
ゴア問題はもはやインドの国内問題ではなくなった（109）。例えば、インドは同年 8 月にはポル
トガルとの国交を断絶したので、ゴアで入獄中のインド人の釈放問題に関してエジプト（当時
アラブ連合共和国）政府の仲介を求め、翌年 2 月にはインド政府の要請を受けた駐印エジプト
大使がゴアに赴き、ポルトガル側と交渉に入っている（110）。 
 1955 年 2 月に、インドは非社会主義国への最初の大型経済援助となるビラーイ製鉄所建設援
助協定をソ連と結び、同時に国賓として招待を受けたネルーは 6 月にソ連と東欧を訪問した。
そのいわば返礼として、11 月（18～30 日）、12 月（7～14 日）にソ連首相ブルガーニンと第一
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書記フルシチョフが招かれて訪印している。フルシチョフは大統領官邸での演説で、アメリカ
はじめ西側諸国の植民地主義に対する消極的姿勢を批判し、ゴア問題についてもポルトガルの
時代錯誤的な対応を厳しく弾劾してゴアがインドに帰すべきことを強調した（111）。ブルガーニ
ンも、植民地の残存は文明人にとっての恥辱であり、ソ連国民は常に植民地主義と戦う人たち
の側にあると語った（112）。ネルーは、インドが特定の国とあまりに密接に結びつくという印象
を与えないよう留意しつつ、ソ連指導者の言葉を歓迎した（113）。 
 このソ連側の動きに刺激される形で、12 月初頭にワシントンでアメリカ国務長官 J.F. ダレス
とポルトガル外相 P.A.V. クーニャが会談し、ソ連を「東西の両国間に憎悪をを助長」しようと
していると批判する共同声明を発表した。ダレスはその後の記者会見で、ゴア問題が両国間で
友好的に解決されることを望むとしつつも、自分の知る限り世界はゴアが 400 年以上もポルト
ガルの 1 州であると考えていると語った。インド側は直ちにアメリカに抗議するが、駐印アメ
リカ大使 S. クーパーはこれについて全く知らされていなかったようで、インドの抗議に対し
て、「アメリカ政府はゴアをめぐる紛争についていかなる立場もとっておらず、インドに対して
非同情的な見解が表明されたとすれば、そうした見解は個人的なもので、アメリカ政府の見解
とは見なされ得ない」と述べた（114）。インド政府はさらに 12 月 12 日付でアメリカ政府に抗議
書簡を送り、共同声明はアメリカがインドにおけるポルトガルの主張を承認するに等しい結果
を持ち、アメリカの立場は自ら表明してきた植民地主義否定のそれに反するものであると鋭
く批判した（115）。インド政府とは別の立場から T.B. クーニャは、本来「国内問題」であるの
に、共同声明は「ポルトガルがわれわれを大国間のより大きな国際紛争へと引き込むことを
可能にした」（116）との不満を隠さなかった。一方、当時の『タイムズ・オブ・インディア』紙
に「NATO とゴア」と題する読者の投書が掲載されているが、その論旨はダレスはゴアをポル
トガルの 1 州と表明しているのに、他方でゴア問題は NATO の管轄権に入らないとするのはお
かしい、いかなる NATO の援助もポルトガルの 1 州であるゴアにも自動的に適応されるべきだ
というものである（117）。投書者の名前（Joseph Furtado）から在ムンバイーのゴア人と推測され
るが、ボンベイで活動家した L. マスカレーニャスの回想によれば、当時ムンバイーに住むゴ
ア人の中には、ポルトガルによるゴア支配の終焉を望まない者、あるいは日和見的に様子を見
る者も多くいたという（118）。翌 1956 年 3 月にダレスが訪印し、アメリカは決してポルトガルを
支持してインドを攻撃するつもりはないと釈明している。 
 1955 年 12 月 14 日の国連総会では 18 の加盟申請国に関する投票が行われ、16 か国が加盟を
認められた。ソ連と中国（中華民国）が拒否権を行使したため日本とモンゴル人民共和国（現
モンゴリア）の加盟は見送られた。この日、インド国連代表の V.K. クリシュナ・メノンは国
民党政府の拒否権行使を非難し、また国連総会議長を務めた V.L. パンディットは西欧諸国と共
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産主義諸国の平和共存を訴えて中華人民共和国の加盟を求める声明を出した（119）。この投票で、
インドはポルトガルを含むすべての国の加盟に賛成している。しかしポルトガルはその 9 日後、
1954 年にインド人サティヤーグラヒーが占拠したナガル=ハヴェーリーやダードラーとゴアと
の往来をインドが妨害しているとして、その措置の撤廃を求めハーグの国際司法裁判所に提訴
した。評決が出るのは 1960 年 4 月になるが、両区域間の通行を認める点についてはポルトガル
の、ポルトガル軍のインド領内通行禁止についてはインドの主張が通った（120）。 
 現在ゴアに隣接するインドの州はマハーラーシュトラ（1950 年代はボンベイ州の一部）とマ
イソール（現カルナータカ）であるが、特にマハーラーシュトラの場合、言語・文化的な同質
性を主張して、ゴアが解放された後、これをマハーラーシュトラに併合させようという動きが
強く、インド政府はこれに強い警戒を示していた（121）。1956 年 11 月に全インド的に言語別州
再編成が実施されるが、ムンバイー市やゴアを含む「統一マハーラーシュトラ州（Samyukta 
Maharashtra）」の創設を求める運動は目的を実現できず、その後も強力な運動を続けることにな
る。 
 ここに、当時のサラザールの考え方を知る上で興味深い文章がある。1956 年 4 月の『フォー
リン・アフェアーズ』誌に寄せた「ゴアとインド連邦―ポルトガルの見解」と題するものであ
る。彼はそこで、閉鎖的なアジア文明を開放して西欧との幅広い接触をもたらし、彼らを放置
せずに最終的に彼ら自身の生活を組織立てるのを助けることが自分たちの使命である、また「ア
フリカは予見し得ない時期の間、文明国家の管理と指導のもとで生き続けねばならない」など
と述べているが、そこに見えるのは先述の 1930 年植民地法でも表明された「土着の民を文明化
する使命」、つまり時代遅れの「白人の責務」論へのこだわりである（122）。しかし現実にはアジ
ア・アフリカ諸国は次第にその独自の存在を強く主張し始めており、特にバンドゥン会議以降
インドが主力となってこれら諸国の組織化を促進していることにサラザールは敵意を隠さず、
アジア・アフリカでの支配国の利害間に衝突の種を蒔くべきではないとインドを指弾する（123）。
ゴアについては、「ポルトガル国家の不可分の一部」であるからインドとの交渉はあくまで拒否
するとの立場を変えていない（124）。同論文でもう 1 つ興味深いのは、筆者がゴアがほとんど当
初から常に本国財政への負担であり続け、多くの人によってそれはポルトガルにとって破壊的
だと考えられたとして、本国がゴアを搾取することなどあり得ないという議論を展開している
点である。これは過去の歴史に照らして正しくないし、また現下の状況で言えば、1951 年ころ
から日本の技術・資金援助でゴアの鉄鉱山の共同開発が進み、1950 年代前半でも 3 年間に 50
万トンの鉄鉱石が日本に供給される状況であった（125）。鉄鉱石の輸出で、1950 年代後半にはゴ
アは「ブームタウン」の様相を呈したと言う（126）。サラザールの議論にはゴアの意味を過小に
見せようとする姿勢が明らかであった。 
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 この時期、ポルトガル内にもいろいろの政治的変化が見られた。1957 年 10 月に 100 人の大
臣経験者や知識人が翌月予定の国民議会選挙ボイコットを宣言し、真の自由が保障されないと
してすべての野党候補が立候補をとりやめた。翌 1958 年 1 月にはエンリケ・ガルヴァンという
大尉が、国民議会にアフリカのポルトガル領での状況について批判的な報告を提出して、軍事
裁判の結果 16 年の投獄刑に処せられた。同年 6 月には大統領選挙が行われ、ウンベルト・デル
ガード将軍がサラザール政権に対抗する初めての野党候補として立候補した。選挙活動には多
くの規制があり野党候補には多大な障害となったが、民衆は恐怖心を払拭して彼の集会に参加
した。結果は約 76 万票対約 24 万票でサラザール派候補の勝利となるが、当時の『ニューヨー
ク・タイムズ』は「彼（デルガード）が為したことは、ポルトガルを目覚めさせたことであり、
これは過去 30 年間にそこで起こった最も偉大なことである」と報じている。将軍はこの後軍事
法廷で軍務を解かれたが、ブラジルへの亡命庇護を求めてブラジル政府はこれを承認した（127)。
ネルーは州首相への定期的書簡でこの大統領選挙にふれ、選挙は「茶番」であったが、サラザー
ルの支配が徐々に浸食されており、民衆の大きな不満が起きていることが示されたと記してい
る（128）。大統領選挙においてサラザール独裁に対抗する勢力が現れたことに対してはゴア人の
間でも強い関心が示され、NCG は 1958 年度年次大会への報告書の中で、「サラザール支配への
最初の挑戦」としてインド政府およびゴアの人民はこの好期を捉えるべきであると訴えた。た
だ同時に、現状は決して楽観できない「困難の時期」であるとの認識も示している（129）。それ
を証明するかのように、1958 年 9 月 28 日、ゴア解放運動の象徴的存在だった T.B. クーニャが
死去した。 
 
(4)ゴアの解放―「ヴィジャエ（勝利）作戦」へ 
 1950 年代末になっても、インド政府はゴア問題への確実な解決策を見出せないでいた。プ
ネー市の 1 市民から、現在も多くの人々がゴアの獄中で苦しむ状況の中で政府の手ぬるさを指
摘する書簡を受け取ったネルーは、問題の重要さを承認しつつも、ただ、常にそれを念頭に置
いて実行可能なことをすべて確実にやるつもりだと答えている（130）。議会でも、政府はゴアに
おけるいかなる種類の軍事行動も考慮していないが、実行可能な他の形の行動がとられようと
繰り返すのみだった（131）。この時期のネルーには効果的な平和的行動をとれるという希望もな
く、イギリスとアメリカがポルトガルに圧力をかけてくれることに依存するしかないという状
況であった（132）。1960 年ころのネルーの心境について伝記者 S. ゴーパールは、ネルーは徐々
に、嫌々ながらではあるが彼の方法が失敗だったという結論に追いやられており、しかしそれ
でも自分の政策を変更するまでには至らずにいたと書いている。続いてゴーパールは、1960 年
6 月 20 日付で英連邦付事務次官に宛てたネルーの書簡から次の文章を引用している。 
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…われわれは実際、近い将来成功に達することを目指す何の政策も現在もっていない。わ
れわれに出来るのはそのための地盤を準備し、他の出来事が起こるのを待つことのみである。
事実、そうした現世界での他の出来事はポルトガルの支配に対抗してゆっくりと機能しつつ
ある（133）。 
そうした「出来事」が何であるかネルーは特定していないが、おそらく彼の念頭には、この時
期にアンゴラやモザンビークなどアフリカのポルトガル植民地の状況に世界の厳しい目が向け
られ、残存する植民地主義への反対の機運が高まっていたことがあったかと思われる。加えて、
この 1960 年が 1 月のカメルーンを皮切りに、コンゴ、マリ（6 月）、ダホメ、ニジェール、チャ
ド、ガボン（8 月）、ナイジェリア（10 月）など 17 の新興国が生まれた「アフリカの年」であっ
たことも無関係ではないだろう。そうした国際的大変動を背景に、同年 12 月 14 日に開かれた
第 15 回国連総会では、いわゆるアジア・アフリカ・ブロック 43 か国（イスラエル、南アフリ
カ共和国、中国＝国民党政府、イスラエル、日本、タイ、イエメンを除く）が提案国となった
「植民地独立宣言」決議（1514 XV）が採択された。決議文は、「あらゆる形態における植民地
主義の迅速かつ無条件の終結」を求め、「外国による従属、支配、搾取は国連憲章に違反する」
「すべての民族は民族自決の権利を持つ」「いかなる要因も独立を遅らせる理由にはならない」
「すべての非自治国において従属国民に無条件ですべての権力が移譲されるよう早急の措置が
とられるべき」ことなど 7 項目からなる宣言を掲げた（134）。宣言は賛成 80 か国、反対ゼロ、棄
権 9 か国（オーストラリア、ベルギー、ドミニカ共和国、フランス、ポルトガル、スペイン、
南アフリカ共和国、イギリス、アメリカ）の「事実上全会一致」（135）
 
で採択された。この決議
に先立ち、1 年の期限付きで完全独立を求めるソ連の決議案が提示されたが否決されている。
この日の総会に関する報道で『ニューヨーク・タイムズ』紙は、アメリカ代表団の一人（a Negro 
member）ゼルマ・W・ジョージ夫人が起ち上がって、自国の棄権票への反対を表明したことを
伝えている（136）。翌 12 月 15 日の総会での決議（1541 XV）は国連憲章第 73 条にいう、植民地
における経済、社会、教育の状況に関する統計その他技術的性質の情報を定期的に事務総長宛
に送付する義務について、その指針となる原則を設定した。同総会ではゴアその他のポルトガ
ルの「海外州」は「非自治国」として位置づけられ、それらの独立を支援する努力についての
情報提供がポルトガルに求められた（137）。会議派も 1961 年 1 月のバーウナガル大会でこの問題
を取り上げ、ポルトガルが国連決議に従って植民地に関わる情報の提出とそれらの自治・独立
へ向けての進展に努めるべきとする決議を採択したが、ポルトガルは 73 条そのものを曲解して
その後も報告を実施していない（138）。のみならずポルトガルは、植民地内での態勢強化を打ち
出し、秩序維持と国家としての統一と主権を守るためとして、ボランティア部隊の結成に努め
た（139）。 
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 この間、国連での動きとは別にゴアの活動家は新しいアプローチを模索した。1960 年度の
NCG 議長になった P.D. ガーイトンドの要請で、8 月 15 日の独立記念日演説でネルーがゴア問
題を世界により強く認識させる緊急性を訴えた。これを受けて同年 9 月の NCG 大会でガーイ
トンドは、西欧諸国にはポルトガルへの圧力を求め、アジア・アフリカ諸国にはインド政府が
国内のポルトガル領解放のため強い行動に出るよう圧力をかけてもらうという戦略を打ち出し
た。12 月には、アンゴラ、ギニア・ビサウやゴアなどポルトガル植民地の指導者がロンドンで
最初の会議を開き、サラザール独裁体制との戦い、独立獲得を目指す直接行動の計画などに関
する決議を行って世界に対して声明を発した（140）。この後 1960 年 1 月には、先述のガルヴァン
元大尉が客船サンタ・マリア号を乗っ取ってアンゴラに向かい、サラザール政権打倒を表明し
て世界の注目を集めた（141）。これに呼応するように 2 月にアンゴラ人民解放運動が反乱を起こ
すが厳しく弾圧された。これら一連の事件に関して世界の目はサラザール政府に対して厳しく、
4 月の国連総会はアンゴラでの抗争に鑑み、前年 12 月の総会決議を実行するため改革の導入を
ポルトガルに求めた（142）。 
 ロンドン会議に続いて 1961 年 1 月に、モロッコのカサブランカで 2 回目のポルトガル植民地
指導者会議が開かれた。ガーイトンドはこの会議の事務局長に選出され、彼はネルーに会議へ
のメッセージを求めたがそれは結局届かなかった。会議後彼はアメリカを訪問して国連関係者
や国務省の高官たちと会見し、その後ブラジルを訪れて亡命中のポルトガルの野党指導者とも
意見を交換した。帰国して 7 月にネルーに各国訪問の報告をしているが、その中でガーイトン
ドは、ほとんどの国の代表が異口同音に尋ねる質問が「インド政府は何故ゴア問題についてもっ
と関心を示さないのか」であったと伝えている。インド政府をめぐるこうした負の印象を払拭
するためにとガーイトンドがネルーに提案したのが、インドでカサブランカ会議と同様の場を
主催することであった。ネルーは当初否定的だったが、考慮の末、現実政治が絡まるような会
議でなくセミナーという形ならばとの決断を下したと、のちに外務次官 M.J. デサーイーがガー
イトンドに伝えている。さらにガーイトンドによれば、会見では話題が武力行使におよび、ネ
ルーは「武力（行使）が除外されたわけではない」との考えを口にした（143）。このころからの
ネルーの動きには、それまでとの大きな違いを感じさせるものがある。例えば、先に活動家た
ちによって「解放」され、この年 6 月に住民から連邦への併合を求める決議が出ていたダード
ラー、ナガル=ハヴェーリーに関して、インド政府は 8 月にこれらを併合する内容の法案を議
会に提出し成立させた。8 月 16 日の上院での論議でネルーは、「われわれの軍隊をそこ（ゴア）
に送ることさえ決定するときが来るかも知れない」と述べた。「私はゴアが解放される前に死ぬ
つもりはない」という言葉はこの演説の結びであるが、翌日の下院ではその言葉はより明瞭で
あった。すなわち、 
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ゴアに関して、われわれが武力を用いないという何らかの保証を与えるように今求められ
るなら、私はそうする立場にはない。いかなる時であれわれわれが何をしていいか私は知ら
ないが、現在あらゆる所で見られる出来事の展開に鑑みて、われわれはゴアに関して武力を
用いる問題を除外することは出来ない（144）。 
ネルーは独立後の 1940 年代末、50 年代半ばに軍、武力の行使について語ったことがあるが、そ
れはカシミールでのパキスタンとの軍事衝突の時（145）
 
や侵略に対する防衛に関する場合（146）
 
で
あり、「平和的解決」を強調してきたゴア問題についてネルーが武力行使の可能性に具体的に言
及したのはこれが最初であろう。 
 このあと開催された重要な国際会議は、ティトー（当時ユーゴスラヴィア）、ナーセル（当時
アラブ連合共和国）、スカルノ（インドネシア）らによって 1961 年 9 月 1 日に招集された非同
盟諸国首脳会議（ベオグラード会議）で、新興独立国を含めて 26 か国が参加した。6 月にカイ
ロで準備会議がもたれているが、その後 8 月に「ベルリンの壁」が築かれ、同月 31 日にはソ連
が核実験再開の声明を出すという危機的な状況の中での開催となった。その存在が注目された
ネルー自身はこの会議に関して、スカルノやンクルマ（ガーナ共和国）などが非同盟主義路線
を世界に対し鮮明に示す以上の急進的な路線を打ち出すことを懸念して、当初は会議への参加
を渋っていたが、結局は出席した（147）。彼は会議での演説で、植民地主義が未だ生き残ってい
ることを認めつつも、「古典的な植民地主義は本質的に終わりを告げた」とし、現情勢における
戦争と平和の問題ほど重要な優先的問題はなく、この第一義的な問題の処理が先ず実行されね
ばならないと述べた（148）。これに対しンクルマは全面完全軍縮への支持、アフリカの非核武装
地帯化、中華人民共和国の国連加盟支持などとともに、1962 年 12 月 31 日までにいかなる形の
植民地主義も完全に一掃すべきであると訴えた（149）。最終的に 9 月 6 日に採択されたコミュニ
ケ（ベオグラード宣言）は、米ソ両首脳の直接交渉を要請する、多くの民族が自由と独立獲得
の運動で成功を収めて帝国主義は弱体化している、冷戦は不可避との見解に反対する、平和共
存が戦争を避け得る唯一の道であると同時に自決権が国際関係の基盤とならねばならない、非
同盟諸国はブロックを形成しない、あらゆる植民地主義と帝国主義の終結を勧告することなど
を謳った（150）。いわば穏健派、急進派両方の主張を採り入れた内容となっているが、会議中も
会議後もネルーは、反植民地主義の情熱を失ったのではないかという疑いの声も含め、「激しく
怒りのこもった批判の標的になった」（151）。しかしこの会議を通じてネルーは、特にアフリカの
代表たちがゴアで起こることが「アフリカの革命」に密接に関わると認識し、世界平和の問題
以上にゴア問題の解決が重要な意味をもつと見ていることを感知したものと思われる（152）。 
 ベオグラードからデリーに戻ったネルーを待っていたのは、彼も開催を認めたポルトガル植
民地主義に関するセミナーである。公的機関であるインド・アフリカ問題評議会主催のこのセ
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ミナーは、北ローデシア（現ザンビア）、タンガニーカ（現タンザニア）、モロッコ、コンゴ、
モザンビーク、南ローデシア（現ジンバブウェ）などのほか、ロンドンのポルトガル植民地解
放委員会からウェッジウッド・ベンも出席して 10 月 20 日から始まった。開会演説でネルーは、
冷戦状況の中で欧米の大国が一方で植民地の解放を鼓舞しながら、他方で解放への障害物をも
たらしている現状を指摘し、植民地主義については「歴史的には過去の現象」であるが「事実
上は継続し大きな害悪を為している」と、ベオグラード演説とは多少ニュアンスの異なる表現
を用いている。ゴア問題に関して「われわれはいかなる時も、気持の上でまた行動において、
軍事行動の可能性を放棄、断念したことはない」が、出来るだけ力に訴えたくなかったという
従来のインドの立場を説明したあと、植民地主義排除のために「何か他の行動」を取らねばな
らないなら、それを取ることになろうと述べた（153）。セミナーの発言者はほとんどがインドの
立場としての「非暴力」に否定的で、モザンビーク代表はインドがゴア解放に武力を用いる権
利があると主張した。北ローデシアの K. カウンダは非暴力の理念に敬意を表しつつも、およ
そ民主的機関というものを持たないポルトガルの「野蛮」には暴力によってのみ対応し得ると
し、具体的な行動の方向を決定してそれに向かって非同盟諸国の先頭に立ってほしいとインド
に要請した。インドの蔵相 M. デサーイーは、インドの独立は非暴力によったものであるとし
て武力行使を否定したが、この発言はアフリカやゴアの代表から強い反発を受けた（154）。10 月
23 日に会場をムンバイーのチョウパーティ海岸に移したセミナー最後の大集会でネルーは再
び演説し、インド政府としてはポルトガル植民地の問題に関して「新しい思考」で「問題を新
たに考慮する」よう迫られていると語った。さらに「新たに考慮する」とは、問題解決のため
に「他の手段を採る」ことであるとして、武力行使の可能性を示唆した（155）。この時期ネルー
の命でゴア内の政治組織とインド政府との連絡の責任者を努めた情報局（Intelligence Bureau）
局長 B.N. マリクによれば、彼の推薦でゴア境界地域の保安の責任を任されていた G.K. ハン
ドゥーが、ネルーはこれ以上世論に挑戦したりはしないだろう、さもないと射殺されかねない
と彼に語ったことを回想している（156）。 
このあとネルーは 11 月 7 日からアメリカ、メキシコを訪問し、その帰途 19 日にカイロでナー
セル、ティトーと会談した。会談の内容はアメリカの対非同盟主義政策や完全軍縮の要請など
が中心となり、新聞報道にもゴア問題に関する言及は皆無であるが（157）、インドが武力行使に
踏み切った場合の両国の支持保証をネルーは得たのではないかとガーイトンドは推測する（158）。
11 月 27 日に国連総会は新たな決議を採択した。決議（1654 XVI）は、前年 12 月の決議（1514 XV）
でふれられた植民地への早急の独立付与要求を改めて想起させ、その実施状況について勧告を行
うための 17 か国による特別委員会の設置を決めた（159）。国連憲章第 73 条にいう、植民地の状況
を定期的に事務総長宛に報告する義務を怠ってきたポルトガルにとってはこの決議は大きな打
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撃であった。11 月 17 日と 24 日には、ポルトガルが占拠するゴア南端のアーンジェディーウ島
からインドの普通船舶と漁船に砲撃が行われ、1 人の死者と負傷者が出るという事件が起こっ
た。インド、ポルトガル双方からの批判の応酬があり、ゴア境界周辺で両軍の強化が見られた。
ネルーは 12 月 7 日の下院で行った演説（「われわれは 14 年待った」）の中で、インドが永年待っ
たゴアの返還は「もう 1、2 年待ったとしても、平和的に行われたらよりよい」のだが、インド
船舶への発砲、境界を越えたポルトガル兵の発砲、ゴアで続く囚人の虐待、植民地軍の強化な
どに直面して、われわれもゴア周辺の兵力強化を決断したと述べ、ポルトガルの対応に忍耐の
限界が切れた今、気が進まないながら武力を用いて問題を解決する可能性を考慮してきたこと
を明らかにしている（160）。ネルーはここで具体的なことは語っていないが、すでに 11 月 11 日
に可能な軍事作戦の計画書が陸軍本部に送られており、ネルー演説後間もなく 12 月 11 日付の
作戦命令が出されることになる（161）。この間、ケネディ米大統領、マクミラン英首相からネルー
に武力行使は思いとどまるようとの申し入れがあり、ウタント国連暫定事務局長はポルトガル
とインド双方に話し合いの席につくよう要請したが、いずれも成果はなかった。特に駐印アメ
リカ大使 J.K. ガルブレイスは頻繁にネルーと会見する機会を持ったが、ネルー=インド政府の
最終的方針を把握し得ず、例えば彼の 12 月 11 日の『日記』には、「私の考えでは、インド人は
最後は武力行使反対を決定するだろう」と記しながら、同日夕方のネルーとの対話で武力不行
使を懇願したが、「（ネルーに）多大な印象を与えたとは思えない」と翌日の項で書いている（162）。
ただそれは、S. ゴーパールの見るようにガルブレイスの洞察力の問題というより、ネルー自身
が最後までその決断を躊躇していたことにもよるのであろう（163）。12 月 15 日にパリで NATO の
関係閣僚会議が行われ、その場でポルトガル外相は差し迫って予測されるインドのゴアへの進攻
を前に同盟諸国の支持を求めたが、イギリスもアメリカもほとんど沈黙を守った（164）。 
そうした中、12 月 18 日未明、インド 3 軍は一斉にゴア、ダマン、ディーウに進攻した。い
わゆる「ヴィジャエ（勝利）作戦」である。インド軍に比してゴア内の兵力は 3 千余と少なく、
インド軍はほとんど抵抗を受けず進軍し、ポルトガル軍はいくつかの橋を爆破して敗走した。
ダマンとディーウではポルトガル軍がかなりの抵抗を示し、双方に死傷者が出た。19 日午後 2
時にゴア総領事 M.A.V. シルヴァが無条件降伏文書に署名し、1 日半の戦闘は終了した。死者の
数は双方合わせて約 40 名である。12 月 18 日付のゴア総督宛の最終指示でサラザールは、「私
はいかなる休戦も、またポルトガル人が捕虜となることも考えていない。どの軍艦も降伏しな
い。わが兵士または水兵は勝利するか死ぬかである」と指示していた（165）。戦闘は彼にとって
は意想外の結果であったが、「インド軍に対して命をかけて抵抗するよう求めるポルトガル政府
と、インド軍の圧倒的な勢力を前に即座に降伏した軍人とのギャップ」（166）
 
は余りにも大き
かったと言えよう。なお、戦闘に協力したわけではないが、ポルトガルの増強戦艦を拘留し、
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スエズ運河の通行を拒否したエジプト、ゴアのポルトガル側に軍、装具、補給品を輸送するの
を妨げるためすべての港湾・空港を閉鎖したスリランカの陰の支援があったことも特記されよ
う（167）。 
 
むすびにかえて 
 
 インドの行動に対して、ほとんどの欧米諸国の政府は「遺憾」「失望」という声明を出した。
アメリカではメディアも厳しく反応したが、中でも『ニューヨーク・タイムズ』は「侵略者イ
ンド（India, the Aggressor）」と題する社説で、「インドにとって脅威でもなく、また経済的にも
政治的にも全く必要不可欠でない小さなゴア」への侵略がインドの美名を傷つけたとし、かつ
その動機をアフリカ人の反ポルトガル感情へのアピール、翌年 2 月の総選挙への対応、国境問
題をめぐる中国（北京政府）およびパキスタンへの示威などと分析している（168）。一方、ソ連
やエジプト、インドネシア、中国などいわゆる「バンドゥン会議諸国」はこぞってインドを支
持した。日本は前年 11 月のネルー・池田（勇人）会談に鑑み「内政干渉の恐れのある声明」を
回避していたが、12 月 20 日になって「遺憾」の意の外相声明を出した（169）。 
 ポルトガルは 12 月 18 日に、即時停戦、インド軍の早期撤退を求めて国連安保理に提訴した。
ソ連はゴア問題はインド連邦内のそれであり、国連が議題とするに当たらないとして反対する
が、賛成多数で取り上げられた。最初にポルトガルの要求を内容とする英米仏とトルコ 4 か国
の決議案が論議され投票にかけられた結果、提案国と中華民国、エクアドル、チリが賛成して
多数となったが、ソ連が拒否権を行使して結局否決された。続いて第 1 案に反対したスリラン
カ、リベリア、エジプトが、ポルトガルのインド侵略非難を退けて対象の 3 地域での敵対行為
を止めて植民地を清算するよう求める決議案を提出したが、先の 7 か国の反対で否決された。
しかしポルトガルの同盟国は問題を国連総会に持ち込む努力はせず、結局国連でのゴア問題の
論議はここで終了した。この論議の過程でアメリカの主席代表 A.E. スティヴンスンは、同国
は植民地主義に反対であるが、ここで問題とされるべきなのは植民地主義あるいはポルトガル
の植民地政策の善悪ではないのだという論理を繰り返し展開した（170）。 
 長い間植民地問題の平和的解決を掲げてきたネルーにとっては、武力行使による解決の道は
苦渋の選択であったが、インドによるゴア等の併合はいわば歴史的必然と言えよう。特に、一
部の既得権益を除くほとんどのゴア人にとっては、その思いは強かったと思われる。インドの
外交政策を専攻したアメリカの研究者 A.G. ルビノフは著書『ゴアにおけるインドの武力行使』
の中で、ゴアはポルトガルにとっては「威信」のシンボルであり、インドにとっては植民地支
配という「過去」を払拭し得ていないことによる「名誉」への打撃であると書いている（171）。
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確かに、インド政府にとってはイギリス支配を脱してからもずっと、「小さな吹き出物」が国内
に植民地として残っているのは不名誉なことであった。しかしゴア人にしてみれば名誉もさる
ことながら、基本的な市民的自由さえ奪われた実質的な隷従の方がより重かったであろう。あ
くまで外交による平和的解決を追求しようとしたネルー=インド政府と、政府の立場を理解し
つつも出来れば手段を問わずに早期に植民地支配から脱却したいと願う多くのゴア人との違い
はそこから来たと考えられる。 
 解放されたあとのゴアの状況は決して平坦とは言えなかった。第 2 章第 3 節で言語別州再編
成とそれに関わる統一マハーラーシュトラ運動についてふれたが、ゴアに隣接するマハーラー
シュトラの多数のボランティアが積極的に解放運動に参加したこともあって、解放後にゴア―
ダマン、ディーウとともに連邦直轄領となっていた―を自州に併合しようとの動きが強くなっ
た。特に 1963 年 12 月に行われた直轄領議会選挙で、この動きの先頭に立つマハーラーシュト
ラワーディー・ゴーマンタク党が 57％の議席を得て第一党になったことで議論が沸騰した。こ
れに対して、主としてクリスチャンを支持層とする統一ゴア党を中心とする併合反対派も活発
な運動を展開した。その後 1967 年 1 月に連邦政府が実施した住民投票の結果は、他州への併合
ではなく直轄領の選択であった。この時点でもポルトガルはゴア、ダマン、ディーウを「海外
統治領」として自国の地図に記していたが（172）、1970 年にサラザールが死去したのち、1974
年にスピノラ将軍によるクーデタで独裁体制に終止符が打たれると、同年 12 月 31 日に両国間
の国交再開条約が調印され、正式に 3 地域が返還された（173）。それから 13 年、1987 年 5 月に
ゴアは単独でインド最小の州として成立し、今日に至っている。 
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